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令和 3年 3月 長浜市教育委員会定例会 議事日程

令不日3年 3月 29日 (月 )

長浜市役所 5階
年後 1時 30分～
教育委員会室

1.開 会

2.議 事
日程第 1 会議録署名委員指名

_日 程第2 会議録の承認
2月 定例会及び 3月 臨時会

日程第3 教育長の報告

日程第4 議案審議
議案第 6号 :令和 3年度長浜市教育行政方針の策定について
'議案第 7号 長浜市教育委員会事務局組織規則の一部改正について  ,
議案第 8号・長浜市教育委員会公告式規則の一部改正にういて

議案第 9号 長浜市教育委員会公印規則の全部改正について
議案第10号 長浜市立学校の管理運営に関する規則の一部改正について |
議案第11号 長浜市立学校の出席停止の命令の手続に関する規則の二部改正について
議案第12号 長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例施行規則の一部改正について

議案第13号 長浜市聴覚に障害のある児童生徒に対するFM補聴器貸与要綱の一部改
正について

長浜市通園バス利用要綱の一部改正について

長浜市立幼稚園における預かり保育の実施に関する規則の一部改正につ

ヤ｀て

長浜市幼稚園給食費の一部負担に関する要綱の
二部改正について

長浜市就学援助費及び入学前応援金給付要綱の
二部改正について

長浜市特別支援教育就学奨励費給付要綱の一部改正について

長浜市教育委員会事務処理規程の一部改正について

教育委員会の所属職員の任免にういて

日程第5 協議・報告事項
(1)長浜市イ呆育料徴収規則の一部改正について

(2)長浜市認定こども園一時預かリサービス事業実施要綱の一部改正について

議案第14号

議案第15号

議案第16号

議案第17号

議案第18号

議案第19号

議案第20号
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長浜市保育ルエム事業実施要綱の一部改正にもぃて    ´
長浜市民間認可保育所及び認定とども園運営補助金交付要綱の下部改正につい

て            ―
長浜市病児保育施設整備費等補助金交付要綱の下部改正について

長浜市すくすく子育て支援事業補助金交付要綱のィ都改正について

旧七尾小学校の利活用について

令和 3年長浜市議会 3月 定例会一般質問答弁要旨について     ィ

日程第6 その他

3.閉 会

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

令和 3年 4月 教育委員会定例会開催日程 調整中
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議案、第 6号

令和 3年度長浜市教育行政方針の策定について

令和 3年度長浜市教育行政方針を別紙のとおり定めることについてヽ委員会の議決を求

める。、

令芥日3年 g月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信



条例。教育委員会規則等の制定・改廃に関する概要説明書

担  当 :教育総務課
議案番号 :第 7号

件  名 :長浜市教育委員会事務局組織規則の一部改正について

第 1 提出理由
教育委員会の効率的な事務運営を図るため、長浜市教育委員会事務局組織規則の一

部を改正するもの。

第2 要′魚       :
1 教育改革推進室、
。係名を変更し、校務の情報化に関することを追加

2 教育指導課
・教科用図書の給与事務について所管課を変更

(現行)教育指導課 →  (改正案)すこやか教育推進課
・文言整理による改正

3 すこやか教育推進課
・学校 ICT整備係を廃止し、その事務を環境整備係に追加

第 3 施行期 日
令不日3年 14月 1日 から施行する。
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議案第 7号

長浜市教育委員会事務局組織規則の
二部改正について

長浜市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則を次のように制定することにつ

いて、委員会の議決を求める。

令和 3年 3月 29日 提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則

長浜市教育委員会事務局組織規則 (平成18年長浜市教育委員会規則第4号)の一部を次

のように改正する。

第 2条第 1項の表教育改革推進室の項中「ICT活用」の次に「推進」を加え、同表す
こやか教育推進課の項中「、学校 ICT整備係」を削る。
別表を次のように改めると

別表 (第 4条関係 )

課、室、課内室、事務所

及び係
分掌事務

教育総務課 総務係 (1)委員会の会議及び運営に関することゃ
(2)委員会所管職員 (学校、幼稚園、保育所及び認定ニ
ども園教職員を除く。)の定数、任免その他人事に関す

ることよ                   `
(3)公印の看守に関すること。
(4)教育行政の相談に関することを
)そ の他事務局の事務分掌に当てはまらないこと。(5

施設管理

係

(1)学校、幼稚園、保育所及び認定こども園施設 (以下
「教育施設等」という。)の設置、変更及な癖上に関す
ること。

(2)教育施設等の通常め管理及び施設の目的外使用に関
すること。

(3)教育施設等の建築計画及び営繕に関すること。
教育改革推進

室

教育改革

推進係

(1)教育課題の重点化並びに教育改革の企画及び総合調
整に関すること。



(2)学 校の適正規模及び適正配置に関すること。
(3) 「長浜子 どものちかい」及び 「長浜子育て憲章」の
推進に関すること。

学校 IC
T活用推
進係

(1)学校の ICT活用の推進に関すること。
(2)校務の情報化に関すること。

学校教育

係

(1)学校の管理運営、学級編成に関すること及び組織編
成に関すること。

(2)教育課程、教科内容尿び教材の取扱いに関するこ
と。

(3)学習指導 (保健体育を除く。)、 生徒指導及び進路
指導に関すること。

(4)教科用図書の採択及び指導書に関すること。
(5)学校教育資料の調査、整理及び出版に関すること。
(6)児童及び生徒の就学に関すること。
(7)学校における人権教育に関すること。
(8)国際理解及び小学校英語教育に関すること。
(9)情報教育に関すること。        |
(10)学校の校外学習及び体験学習に関すること。
(11)その他学校の運営及び教育活動に関すること。
(12)PTA連 絡協議会に関すること。
(13)教育センターに関すること。

子 ども・

学校支援

係

(1)生 徒指導全般に関すること。
(2)特 別支援教育に関すること。
(3)児 童及び生徒の就学に係―る変更、区域外就学等に関
すること。

(4)通 学区域の設定及び変更に関すること。
(5)学 齢簿に関すること。          i
(6)青 少年センターに関すること。

教職員

人事室

員人 (1)学校教職員の定数、任免その他人事に関すること。
(2)学校教職員の服務の監督及び研修に関すること。
(3)学校教職員の福利厚生に関すること。
(4)学校教職員の組織する職員団体に関すること。
(5)学校教員 (退職者を含む。)の叙勲及び表彰に関す
ること。    .

木之本

教育指

導事務

所

育総務課、教育改革推進室、教育指導誤、すこやか教育

進課及び幼児課の分掌事務のうち教育指導課長が指定す

るもの。ただし、指定にあたっては他の課長の意見を聞く

ものとし、その事務処理範囲は北部振興局の区域内とす
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る。

すこやか教育

推進課

巽境整備

係

(1)教育の調査統計に関すること。
(2)学校の教材、教具、図書 (指導書を際く。)及び I
CT環境の整備に関すること。
(3).学校の予算執行事務に関すること。
(4)学校事務に関すること。 (幼稚園、イ果育所、みび認
定こども園 (以下「園」という。)の遊具を含む。)

(5)就学援助に関すること。
(6)通学バス及び教育バスの運行管理に関すること。

健康教育

係

(1)学 校の保健、安全及び環境衛生に係る指導助言、援
助及び関係機関に関すること。   ‐

(2)学校体育に係る指導助言(援助及び関係機 F美]に関す
ること。

(3)学校教職員並びに児童凛び生徒の健康管理及び安全
指導に関することと

(4)児童、生徒及び幼稚園児の災害恭済給付事務に関す
ること。

(5)学校及び園医の委嘱に関すること。
(6)教 科用図書の無償給与に関すること。

学校給食

係

学校給食に関すること。

学校の食育に関すること。

(1)

(2)

幼児課 総務係 整及び推進並

びに指導に関すること。
1

(2)躍への就菌 (区域外就園等を含む。)及び入所に関
すること。

(3)通園区域の設定及び変更に関すること。
(4)保育料等の徴収及び減免に関すること。
子ども・子育て支援事業に関すること。

(1)就学前教育・保育の総合的な企画、調

(5)

管理係 (1)園 の設置等に関することき
(2)通 園バスの運行管理に関すること。
(3)園 の給食に関すること。
(^4)保育所及び認定こども園予し幼児の災害共済給付事務

に関すること。

(5)園 の教材、教具及び図書の整備に関すること。
(6)園 の事務及び予算執行に関すること。
(7)私 立の園及び認可外保育施設等に関すること。
(8)所管する社会福祉法人の指導監査に関す ること。

保育推進

係

(1)就学前教育・保育の総合的な企画、調
びに指導に関すること。       i

整及び推進並
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(2)園教職員の定数、任免その他人事に関すること。
(3)園教職員の服務の監督及び研修に関すること。
(4)園の管理運営、学級編成に関すること及び組織編成
|に関すること。

(5)園の教育・保育課程及び教育活動・保育内容に関す
ること。

(6)園 における特別支援教育に関することき
(7)園 における人権教育及び道徳教育に関すること。
(8)園 における生活指導及び家庭支援に関すること。
(9)園児の食育、健康管理、検診及び安全指導に関する
こと。

H

博

附 則

この規則は、令和 3年 4月 1日 から施行する。
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長浜市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 【新旧対照表】

新 1日

鱒 の調

第 2条 事務局に次の課、室、課内室、事務所及び係を置く。

2 (略 lt

別表 l第 4条醐

課 鰊内室及び事鉤幻 及び室 係

lttl

攀 教育改革推進係、学校ICT活用推進係

(略l

すとや力粥借鞭進課 勘 ヽ 蜘 ヽ 蜘

lttl

課(室、課内室、事務所
及び係

分掌事務

lttl

教育改革推進

室

教 育 改

革推 進

係

(1)教育課題の重点化髄びに教育改革の企画及び総合
調整に関すること。

(2)学校の適正規模及び適亜配置に関すること。
(3) 「長浜子どものちかい」及び「長浜子育て憲章J
の推進に関すること。

学校 I (1)学校のICT活用の推進に国立ること生

鱒 の調

第2条 事務局に次の課、室、課内家 事務所及び係を置く。

2   1ttl

別表 (第 4条関係)

課 織内室及び事衝つ 及帷 係

(μttl

攀 教育改革推進係、学校 ICT活用係

lttl

すこや力教育推進課 環境整備係、学校ICT整備係、健康教
絲 、  →とうに

'こ

Xl缶 rヽ善と1系

lttl

課、室、課内室、事務所

及び係
勘

(略l

教育改革推進

室

教育改

革推進

係

(1)教育課題の重点化並びに教育改革の企画及び総合
調整に関すること。

(2)学校の適正規模及び適面配置に関すること。
(3) 「長浜子どものちかい」及び「長浜子育て憲章」
の推進に関すること。

学校 I 学校 ICTの活用にBこ
~″
ること。

新 十日

(1)学校の管理運営、単級偏成に関すること及び組織
編成に関すること。

(2)教育課程、教科内容及び教材の取扱いに関するこ
と。

(3)学習指導 (保健体育を除く。)、 生徒指導及び進
路指導に関すること。

(4)教科用図書の採択及び指導書に関すること。
(5)学校教育資料の調査、整理及び出版に関するこ
と。

(6)児童及び生徒の悦学に関すること。
(7)学校における人権教育|こ関すること。
(8)国際醐鰭又♪ 1韓鞍疎壽教育|こ関すること。
(9)情報教育に関すること。
(10)学校の校外学習及び体験学習に関すること。

(11)その他学校の運営及び教育活動に関すること。

(12)PTA連絡協議会に関すること。
(13)教育センターに関すること。

(1)生徒指導全般に関する
(2)特別支援教育に関する

(3)児童及び生徒の就学に係る変更、区域外就学等に
関すること。

里 )通学区域の設定及び変更に関すること。
(5)学齢簿に関すること。
(d)清抄斉センターに関すること。

鞭

(略l

CT潜
用 推 進

係

学校 教

縣

と

と

こ

こ

ど

学

援
・
支

子

も

校

係

鞠

lttl

CT活
用係

学校 教

育係

子  ど
も・ 学

校 支 援

係

(1)学校の管理湮き、学級編成に関すること及び組織
編成に関すること。

(2)靭 教科内容及び教材の取l及い11関するこ

と。

(3)学習指導 (保健体育を除く。)、 生徒指導及び進
路指導に関すること。

(4)教科用図書の採択及び給与並びに指導書に関する
こと。

(5)学校教育資料の調査、整理及び出版に関するこ
と。

(6)児童及び生徒の就学に関する手と。
(7)学校における人権教育に関すること。
(8)国際理解及び小学廃菊帯安吉に関すること。
(9)情報教育に関すること。
(10)学校の校外学習及び体費辛習に関すること。

(■)その他学校の運営及び教育活動に関すること。
(12)PTA連絡協議会に関すること。
(13)教育センターに関すること。

(1)生徒指導全般に関すること。
(2)特デ」庚援教育に関すること。
(3)児童及び生徒の車rみに関すること。
(4)児童及び生徒の就学に係る変更、区域外就学等に
関すること。

(5)通学区域の設定及び変更に関すること。
(6)学齢簿に関すること。
17)雫紗斉センターに関すること。



新 I日

すこやか教育

鰯

環境整

絲

(1)教育の調査術報こ関すること。
(2)学校の教材、教具、図書 (指導書を除く。)及び
ICT環境の整備に関すること。
(3)学校の予算執行事務に関すること。
(4)学校事務に関すること。 (幼稚園、保育詠 及び
認定こども園 (以下「園Jと いう。)の遊具を含
む。)

(5)就諄援助に関すること。
(6)通学バス及び教育バスの運行管理に関すること。

健康教

育係

(1)学校の保健、安全及び環境衛生に係る指導助言、
援助及び関係機関に関すること。

(2)挙険体割こ係る指導助言(援助及び関係機関に関
すること。

(3)学校教職員並びに児童及び生徒の健康管理及び安
全指導に関すること。

(4)児童、生徒及び幼稚園児の災害共済給付事務に関
すること。

(5)学校及び園医の奏届に関すること。
(6)教科用図書の無償給与に関すること。

学校給

錦

)学校給食に関する
)学校の食育に関す
1

2

(

(

。　
レ
∈

と

こ

ン
」

る

lttl

すこやか教育 環境 整 (1)教育の調査統謝こ関すること。
(2)学校の教材、教具及び図書 ←旨導書を除く。)の
整備に関すること。

(3)学校の予算執行事務に関すること。
(4)学校事務に関すること。 (幼稚園、保育所、及び
認定こども園 (以下「園Jと いう。)の遊具を含
む。)

(5)就学援助に関すること。
(6)通学バス及び教育バスの運行管理に関すること。

触 縣

学校 I 学校 ICT環境の整備に関すること。

鮨

健康教

誘

(1)学校の保健く安全及び環境衛生に係る指導助言、
援助吸び関係機関に関すること。

(2)学校体育に係る指導助言、援助及び関係機関に関
すること。

(3)学校教職員並びに児童及び生徒の健康管理及び安
全指導に関すること。

(4)児童(生徒及び幼稚園児の災害共済給付事務に関
すること。

(5)学校及び園医の委嘱に関すること。      1

学校給

飾

(1)学鞍給食|こ関する
(2)学校の食育に関巧

。　
＞
⊂

と

こ

テ
】

る

(隅め

一
　

こ
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条例・教育委員会規貝J等の制定・改廃に関する概要説明書

担  当 :教育総務課
議案番号 :第 8号            r
件  名 :長浜市教育委員会公告式規則の一部改正について

第1 提出理由
長浜市公告式条例 (平成 18年長浜市条例第 3号)の一部改正に伴う(長浜市教育委

員会公告式規則の一部改正

第2 要点
教育委員会の所掌事務に関す食事項で公表を要するものについて、掲示の方法を

「長

浜市公告式条例に定める掲示場又は教育委員会事務局掲示場に掲示」から「長浜市公告

式条例第 2条第2項に規定する方法又は教育委員会事務局掲示場に掲示」イこ改める。

第3 施行期日
令和 3年 4月 1日 から施行する。

11



議案第 8号

長浜市教育委員会公告式規則の下部改正について

長浜市教育委員会公告式規則の一部を改正する規則を次のように制定することについて、
委員会の議決を求める。

令不日3年 3月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則

長浜市教育委員会公告式規則 (平成18年長浜市教育委員会規則第 3号)の■部を次のよ
うに改正する。

第 4条中「に定める掲示場」を「第 2条第 2項に規定する方法」に改める。
附 則  |

この規則は、令和 3年 4月 1日 から施行する。

12



長浜市教育委員会公告式規則の一部改正 【新旧対照表】

新 十日

0韻U等以外の細

第4条 前3条に定めるもののほか、教育委員会の所掌事務に関する事項で公表を要す
るものについては、長浜市公告式条例第2条第2項に規定する方法又は教育委員会事

務局掲示易こ掲示してこれを行う。

傷卿等以外櫛

第4条 前3条に定めるもの?ほか、教育委員会の所掌事務に関する事項で公表を要す
るものについては、長浜市公告拭探渤∞ 又は教育委員会事務局陽示場に

掲示してこれを行う。
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条例,教育委員会規則等の制定 ,改廃に関する概要説明書

担  当 :教育総務課
議案番号 i第 9号 ,              :
件  名 :長浜市教育委員会公印規則の全吉る改正について

第 1 提出理由  |
規則をより実態に即したものにするとともに、これまで実務上の取扱いについて不

明確であった部分及び別に定めることとしていた一部公印の名称等を規則上明確にす

ることにより、公印事務の一層の適正化を図るために全部改正を行うもの心

第 2 要J煮               ′

1 公印の持出し、事前押印、電子公印及び使用状況の調査等のこれまで不明確であ
つた手続き等を明記する。

2 全公印の名称、書体、寸法、管理者等を別表にまとめ日月確にする。
3 その他文言を整理する。

第3 施行期日
令和 3年 4月 1日 から施行する。

甘
苫

辱

一一

一
一　
　
　

一
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議案第 9号

長浜市教育委員会公印規則の全部改正について

長浜市教育委員会公印規則の全部を改正することにういて、委員会の議決を求める。

令和 3年 3月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市教育委員会公印規則

長浜市教育委員会公印規則 (平成18年長浜市教育委員会規則第7〕 ィの全部を改正する。

(目的)

第1条 この規貝Jは、長浜市教育委員会事務局及び長浜市教育委員会の所管に係る教育機関等にお
いて使用する公印に関し必要な事項を定め、その取扱いの適正を図ることを目的とするδ

(公印取扱いの原則)

第2条 公印は、慎重に取り扱い、盗難、不正使用等のないよう保管を厳重にするとともに、常に

鮮明にしておかなければならない。

(定刃

第3条 この規則において「公印」とは、職員が公務上作成した文書に使用する印章で、その印影
により当該文書が真正なものであることを認証するものをいう。  

・

(公印の種類等)

第4条 公印の名称、書体、寸法、使用区分、公印を管理する者 (以下「公印管理者」という。)
及び個数は、別表第1に定めるとおりとし、そのひな形は、別表第2のとおりとする。 i
lノム`印の購 テ‐■l

第5条 公印に関する事務は、教育総務課長が統括して管理する。

(公印管理者)

第6条 公印の保管及び取扱いについて適正な処理を行うため、各公印に公印管理者を置く。

lノム`印の保管)           !
第7条 公印は、、常に堅固かつ施錠のできる容器に収め、公印管理者が管理するものとする。

(公印の使用)                           |
第8条 公F口を使用しようとするときは、当該文書に係る決裁済の原議又は公印特別使用承認簿
備耕誹狙号)及び押印すべき文書並びに文書収発簿を公印管理者に提示して、使用の承認を受

けなければならないЬただし、公印管理者が特に認めたときは、この限りでない。

2 公印管理者は、前項の申出があつたときは、次の事実について審査し、適切なことを確認した
ときは、公印を押すものとする。

(1)決裁が済んでいること。
(2)文書取扱主任の審査が済んでいること。       そ

(3)公用文として適切なものであることЬ
3 公印は、執務時間中に所定の場所において使用するものとする。ただし、やむを得ない理由に

15



より、事前に当該公印の公印管理者の承認を受けた場合は、この限りでなしЪ

(公印の持出し)        ,
第9条 公印を持ち出す必要があるときは、公印持出申請書 (様式第2号)を公印管理者に提出し、
その許可を受けなければならない。

2 前項の許可を受けた者は、その使用を終えたときは、直ちに当該公印を公印管理者に返却しな
ければならない。

(公EPの新調、改刻及d躇斡
第10条 公印を新調し、改刻し、又イま廃棄するときは、公印 仰研尋・改刻・廃棄l届書 俗試簾 3

号)を教育長に提出しなければならなセ比
2 公印の材質は、容易に摩滅し、若しくは腐食しない硬質のものを使用しなければならない。
3 公印を改刻し、又は廃棄したときは、速や力ヽこ不用となった公印を      に引き継がな
ければならない。

4 教育総務課長は、前項の規定により引き継ぎを受けた公印を廃上の日から起算して次の区分に
より保存しなければならなヤち

(1)長浜市教育委員会印、長浜市教育委員会教育長印、長浜市教育委員会教育長職務代理者印
永年

(2)前号に定める以外の公印 5年
5 保存期間を経過した公印は、教育総務課長において焼却その他適切な方法で廃棄処分しなけれ
ばならない。

(公E「の告示)

第11条 教育長は、公F「を新調し、改刻し、又は廃棄したときは、公印の種類、用途及び師影並び
に使用の開始又は廃棄の期日を告示するものとする。       ′
lノム`臣胎 憫

第12条 教育総務課長は、公印台帳 (様式第4号)を備え、必要事項を登録しておかなければなら
なしち

2 教育総務課長は、各公印について毎年1回以上、公印台帳と照合しなければならなしち
3 公印管理者は、第1項の規定に準じて公印台帳の副本を作成しておかなければならなセ比
4 公印管理者は、公印台帳の記載事項に変更が生じたときは、速や力Wこ教育総務課長に報告しな
ければならなャち

(瑚 臣口)
第13条 定例的かつ定型的な文書で、その交付の日時、場所その他の理由により事前に公印を押す
必要がある場合は、公印事前押印申請書 (様式第5号)により、当該公印の管理者の承認を受け
て、事前に公印を押印することができると

2 前項の規定により事前に公印を押印した文書は、当該文書を管理する課長又は教育機関の長が
厳重に保管し、その使用状況を明ら力ヽこしておかなければならなし、

3 前項の課長又は教育機関の長は、事前に押印した文書が不用になつたときは、速や力Wこ焼却、
裁断等の適当な方法により処分しなければならない。i       :
lノム`印の印影F「昂1)

第14条 事務処理の便官卜、公印の印影を臣「昂けることが適当であると認められる文書にういては、

その公F口の印影を当該文書とともにE「F巾Jして、公印の押印に代えることができる。この場合にお

いて、印影の寸法を拡大又は縮小して臣lJ用け ることができる。
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2 前項の規定により印影をE「用Jしようとするときは、公印印影印刷承認申請書 (様式第6号)を
教育長に提出し、その承認を受けなければならない。

3 印影を臣「用ビした用紙等は、厳重に保存し、常にそゐ受払いを明確にするとともに、不用となっ
たときは、速や力ヽこ焼去「、裁断等の適当な方法により処分しなければならなしも

(電子公印)    !
第15条 電子計算機を利用して作成する文書で事務処理上必要があるときは、電子計算機に記録し
た公印の印影 (以下「電子公印」という。)を当該文書に打ち出すことによつて公印の押印に代

えることができる。この場合において、電子公印を伸縮して打ち出すことができる。

2 前項の規定により電子公印を使用しようとするときは、電子公印使用承認申請書 (様式第 7
号)を教育長に提出し、その承認を受けなければならない。

3 教育総務課長は、電子計算機を管理する所管課長と協議のうえ、電子公印の不正使用等を防止
するために必要な措置が講じられていることを確認しなければならない。       |
4 電子公印を使用する所管課長 (以下「電子公印使用課長」という。)は、不正使用等を防止す
るために必要な措置を講じなければならない。

5!電子公印使用課長は、電子公印を使用しなくなつたときは、速や力ヽこ電子公印廃止届 (様式第
8号)を教育長に提出し、電子公印を使用していた文書から電子公印の印影を消去しなければな

らなセ屯

(公印の事故報告)                    |
第16条 公印管理者は、公印の盗難、紛失、偽造、不正使用等の事故があらたときは、直うに公印

事故戸由 (牒式第9号)により教育総務課長を経て、教育長に報告しなければならない。

(公印の使用状況の調挙 )

第17条 教育総務課長は、公印管理者に対し必要があるときは、公印の管理の状況その他必要な事
項について調査し、又は報告を求めることができる。

( 附 則
1 この規則イま、令不日3ノ手4月 1日から施行する。
2 この規則施行の際、既に使用している公印でこの規則により改正を必要とするものについてはヽ
新たに調製するまでの間、なお従前のものを使用することができる。

3 この規則施行の際、既に作成されている公臣口台帳は、改正後の規則第4号様式により作成され
た公印台帳とみなす。

4 この規則施行の際、既に使用中の公印については、告示を行なつたものとみなす。
別表1(第 4条関係)
ひな形

番号
名称 勢

韓

lllll

イ吏用区分 公印管理者 個数

1 長浜市教育委員会印 てん書 方 斃
委員会名をもつてする文

書
榊 1

2
長浜市教育委員会教育

長印
てん書 方 20

教育長名をもつてする文

圭       .

鞭 1

3
長浜市教育委員会教育

長職務代理者印
古Eロ 方 18

教育長職務代理者名をも

つてする文書
榊 1

4 長浜市教育委員会荻育 てん書 方 離 教育部長名をもつてする 次長 1
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部長印 増

督

5
長浜市教育センタエ所

長印
方 21 1群 ロ
教育センター所長名をも

つてする文書

教育センター

廉

6
長浜市長浜青少年セン

ター所長印
てん書 方 18

長浜青少年センター所長

名をもつてする文書

長浜青少年セ

ンター所長
1

7
長浜市木之本青少年セ

ンタ=所長印
てん書 方 18

木之本青少年センター所

長名をもつてする文書

木之本青少年

センタエ所長
1

8
長浜○○学校給食セン

ター所長印
てん書 方 21

学校給食センター所長名

をもつてする文書

各学校給食セ

ンター所長
各 1

9 長浜市立○○小学校印 古El] 方 50
小学校名をもつてする文

書
各′lヽ学校長 各 1

10
長浜市立○○小学校長

F「
古印 方 18

小学校長名をもつてする

文書
各小学校長 各 1

11 長浜市立○○中学校印 古Eロ 方 50
中学校名をもつてする文

圭
各中学校長 各 1

12
長浜市立○○中学校長

FP
古印 方 18

中学校長名をもつてする

端
各中学校長 各 1

13 長浜市立虎姫学園印 群   「 方 5(l
虎姫学園名をもつてする

増
虎姫学園校長 1

14
長浜市立虎姫学園校長
日
Ｐ
Ｅ
ト

古F「 方 18
虎姫学園校長名をもつて

する文書
1虎姫学園校長

15
長浜市立余呉小中学校

F日
ゼイFロ 方 50

余呉小中学校名をもつて

する文書

余呉小中学校

長 ,

1

16
長浜市立余具小中学校

長印
古印 方 18

余呉小中学校長名をもつ

てする文書

余呉小中学校

長   ―
1

17 長浜市立○○幼稚園印 古臣ロ 方 50
幼稚園名をもってする文

書
各幼稚園長 各 1

18
長浜市立○○幼稚園長

EF
古Fロ 方 18

幼稚園長名をもつてする

端
各幼稚園長 各 1

19 長浜市立OO保育園印 古F「 方 5(l
保育園名をもつてする文
圭

各保育園長 各 1

20
長浜市立○○保育園長

F「
古臣ロ 方 18

保育園長名をもってする

増
各保育園長 各 1

21
長浜市立OO認定こど
も園印

古F「 方 50
認定こども園名をもつて

する文書

各認定こども

園長
各 1

22
長浜市立OO認定こど
も園長印

古Fロ 方 18
認定こども園長名をもつ

てする文書

各認定こども

園長
各 1

23
長浜市立長浜図書館長
Ｈ
ド
ビ
ト

古Fロ 方 18
長浜図書館長名をもつて

する文書
長浜図書館長 1
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432

月町表 2 1第 4条関係)

ひな形

.      1

11

16

21

長

浜

市

教

育

セ

ン

タ

ー

所

　

長

　

印

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

小

学

校

長

印

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

小

　

学

　

校

長

　

浜

　

市

木

之

本

青

少

年

セ
　
ン

タ

ー

所

長

印

長

浜

市

立

余
　
　
　
　
呉

小

中

学

校

長

浜

市

立

虎

姫

学

園

校

　

長

　

印

長

浜

市

立

虎
　
　
　
　
姫

学
　
　
　
　
園

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

中

学

校

長

印

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

中

　

学

　

校

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

保

育

園

長

印

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

保

　

育

　

園

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

幼

　

稚

　

園

長

浜

市

立

余

呉

/よ
ヽ

中

学

校

長

印

10

15

20

9876

14

19

13

18

23

12

17

22

長

浜

市

立

長

浜

図

書

館

　

長

　

印

長

浜

市

立

○

○

認

定

こ
ど
も
園
長
印

長

浜

市

立

○

○

認

定

こ

ど

も

園

長 浜 市 教 育

委 員 会 教

育 部 長 印

長  浜  市

教 育 委 員 会

教 育 長 職 務

代 理 者 印

長 浜 市 教

育 委 員 会

毅 育 長 印

員 教 長

会 育 浜

印 委 市

長 浜 ○ ○ 学

校 給 食 セ ン

ター 所 長 印

i年 長 長

雪ラ響農
印 夕 少 市

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

幼

稚

園

長

印
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様式第 1号 (第 8条関係 )

公 印 特 別 使 用 承 認 簿

Ю
０

備 考
公印管

守者印
決裁者印取扱者印押印数部 数提 出 先件 名

年

日月



様式第 2号 (第 9条関係 )

公 印 持 出 申 請 書

公 印 の 名 称

持 ,出 事 由

使用公文書件名

及 び 内 容

持 出 期 間
年

年

月

月

日から

日まで

使 用 場 所

年  月  日 持出使用者

上記の公印持出使用を許可する。

年  月  日 公F「管理者

返却年月日 年  月  日 公印管理者受領
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様式第 3号 (第 10条関係)

公印 (新調 P改刻 。廃棄)届書

年  月  日
(あて先)教育長

公印管理者

公 印 の名 称

(塑

字
峯
文
買)

新調 。改刻・廃棄年月日 年 月 日

公 印 管 理 課

亥J

宇

新
調

改
亥J

廃
棄
の

理
由

寸 法

(llllll)

書 体

材 質

使 用 区 分

22



様式第 4号 (第 12条関係 )

公   印   台   帳

名  称

ひ な形 番 号

Fl]

影

書    体

寸 法

使 用 区 分

公 F「 管理者

個    数

年  月  日調製
備

考

年  月  日廃上

23



様式第 5号 (第 13条関係 )

公 印 事 前 押 印 申 請 書

年  月  日

公印管理者 あて

所属長名

次のとぉり公印の事前押印をしたいので、長浜市教育委員会公印規則第13条第 1項ゐ

規定により申請します。

押印 を しよ うとす る

公  印 の 名 称

押 印 を 必 要 とす る

理       由

押 印 を必 要 とす る

文   書   名

押 印す る文書の枚数

24



様式第6号 (第 14条関係)

公 印 印影「F刷 承 認 申請 書

年  月  日

(あて先)教育長

所属長名

次σ)と おり公印の印影を印刷したいので(長浜市教育委員会公印規則第14条第 2項の

規定により申請します。

(注)印刷業者名欄は、F,刷業者が未定の場合は空欄とし、業者が決定したときに教育

長に報告すること。

印昂Jを しようとする

公 「 F σ)名  称

印刷 を必要 とす る

理       由

印刷 を必要 とす る

文   書   名

縮小又は拡大を必要

とす る場合の寸法

印刷する文書の枚数

印 刷 業 者 名

25



様式第 7号 (第 15条関係 )

電 子 公 印 使 用 承 認 申 請 書

年  月  日

(あて先)教育長

所属長名

次のとおり電子公印を使用したいので、長浜市教育委員会公印規則第15条第 2項の規

定により申請します。

(注)こ の承認申請書には、電子公印を使用しようとする文書を添付すること。

電子公印に使用す る

公 印 の 名 称

電 子公 印 を使 用 す る

文    書    名

電 子 公 印 の 寸 法
□ 原寸 □ 寸法を変える場合

(       )

使 用 F升弓始 年 月 日 年  月  口

不正使用等の防止措置

26



様式第 8号 (第 15条関係 )

電 子 公 印 廃 止 届

年  月  日

(あて先)教育長

所属長名

次のとおり電子公F「を廃止するので、長浜市教育委員会公印規貝ほ第15条第 5項の規定

により戸け出ます。

公 印 の 名 称

電子公印を使用していた

文         書

廃 止 日 年  月  日

廃 止 理 由

(注)こ の廃止届を提出する際には、電子公印を使用 していた文書 (コ ピー)を添付す

ること。

ペ
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様式第 9号 (第 16条関係)

公  FⅢ  事  故  届

年  月  日
(あて先)教育長

公印管理者

公 F「 の 名 称 公 印 管 理 課

寸 法 材 質

事 故 発 生

年 月 日・場 所

事 故 ,オヽl容

事 故 発 生 後

の  措   置

28



長浜市教育委員会公印規則の全部を改正する規則 【新旧対照表】

新

(目 的)

第 1条 この規則は、長浜市教育委員会事務局及び長浜市教育委員会の所管に係る
教育機関等において使用する公印に関し必要な事項を定め、その取扱いの道正を

図ることを目的とする。

(公印取扱いの原則)

第 2条 公F日は、慎重に取り扱い、盗難、不正使用等のないよう保管を厳重に上る
とともに、常に鮮明にしておかなければならない。

(定義)

第 3条 この規則において「公印」とは、潮員が公務上作成した文書に使用する印
章で、その印影により当該文書が真正なものであることを認証するものをいう。

(趣旨)

第 1条 長浜市教育委員会事務局及び長浜市教育委員会の所管に係る教育機関等に

ところによる。

(定義)

第 2条 この規則において「公印」とは、公文書に使用する印章をいう。
第 3条 公印の種別は、次のとおりとする。ただし、事務局を除く教育機関及び施
設において、指定管理者制度に基づき管理するものを除く。

(1)長浜市教育委員会印
(2)削除
(3)長浜市教育委員会教育長印
(4)長浜市教育委員会教育長職務代理者印
(5)長浜市教育委員会教育部長印

(7)長浜市長浜青少年センター所長印
(8)長浜市木之本青少年センター所長印
(9)長浜市立学校給食センター所長印
(10)長浜市立小学校印
(11)長浜市立小学校長印
(12)長浜市立中学校印
(13)長浜市立中学校長印

(14)長浜市立義務教育学校Fロ

新 十日

硲 印の種類等)

第4条 公印の名称、書体、寸法、使用区分、公印を管理する者 (以下「公印管理
者」という。)及び個数は、別表第 1に定めるとおりとし、そのひな形は、別羞
第 2のとおりとする。

(公印の統括管理)

第5条 公印に関する事務は、教育総務課長が統括して管理する。

(公印管理者l

第6条 公印の保管及び取扱いについて適正な処理を行うため、各公印に公印管理

者を置く。

(公印の保管)

第7条 公印は、常に堅固かつ施錠のできる容器に収め、公印管理者が管理するも
のとする。

(15)長浜市立義務教育学校長印
(16)長浜市立幼稚園印

(17)長浜市立幼稚園長印

(18)長浜市立保育園印
(19)長浜市立保育園長印
(20)長浜市立認定こども園印

(21)長浜市立認定こども園長印
(22)削除
(23)長浜市立長浜図書館長印

(規格)

第4条 前条第 1号から第 5号までに掲げる公印の名称、ひな形、寸法、使用区
分、管守者及び個数 (次項において「名称等」という。)は、別表のとおりとす

生
2 前条第 6号から第23号までに掲げる公印の名称等は、教育長が別に定める̂
3 公印は、それぞれの使用区分以外に使用してはならない。

(管守)

第 5条
.公
印の管守は、前条第 1項及び第 2項に規定する管守者 (以下「公印管守

者」という。)が行う。
2 公印管守者は、公印を慎重に取り扱い、盗難、不正使用等のないように管守を
厳重にしなければならない。

3 公印の盗難、紛失、不正使用等の事故があつたときは、公印管守者は速や力ヽ こ
そのてん末を教育長に報告しなければならない。

29



新

(公印の使用)

第 8条 公印を使用しようとするときは、当該文書に係る決裁済の原議又は公印特
別使用承認簿 (様式第 1号)及び押印すべき文書並びに文書収発簿を公印管理者
に提示して、使用の承認を受けなければならない。ただし、公印管理者が特に認

めたときは、この限りでない。

2 公印管理者は、前項の申出があつたときは、次の事実について審査し、適切な
ことを確認したときは、公印を押すものとする。

(1)決裁が済んでいることぃ
(2)文書取扱主任の審査が済んでいること。
(3)公用文として適切なモ)のであること。
3 公印は、執務時間中に所定の場所において使用するものとする。ただし、セむ
を得ない理由により、事前に当該公印の公印管理者の承認を受けた場合は、この

限りでない。

(公印の持出し)                   …

第 9条 公印を持ち出す必要があるときは、公印持出申請書 (様式第 2号)を公印
管理者に提出し、その許可を受けなければならない。  .

理者に返去「しなければならない。

(台帳l

劣 6条 公印を登録し、整理するため教育委員会事務局に公印台帳 l男町記様式)2
備える。

鰯製及び改廃)          ,  _
第 7条 公印を調製し、改刻し、又は廃上しようとするときは、教育総務課長に合
議のうえ、教育長の決裁を受けなければならない。

2 前項により公印を調製又は改刻したときは、教育総務課長は必要な事項を公印
台帳に登録しなければならない。

3 第 1項の規定により、公印を改廃したときは、公印管守者は教育総務課長に対
し、旧公印の保管替えの手続をしなければならない。

lイ吏用)

第 8条 公印を使用しようとするときは、押印を要する文書に決裁済の原議書及び
収発文書件名簿を添えて、公印管守者に申し出なければならない。・

2 公印管守者は、前項の申出があつたときは、次の事実について審査をし、その
適切なことを確認したときは、公F「を押さなければならない。

(1)決裁が済

(3)公用文として重要かつ適切なものであること。
3 公印管守者が公印を使用したときは、決裁済の原議と公印を使用した文書とに
契印をしなければならない。ただし、文書の性質上契印を押すことが適当でない

と認めたときは、これを省略することができる。
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新 1日

教育機関の長が厳重に保管し、その使用状況を明ら力ヽ こしておかなければならな

い。

3 前項の課長又は教育機関の長は、事前に押印した文書が不用になつたときは、
速や力Wこ焼却、裁断等の適当な方法により処分しなければならない。

(公印の印影印刷)

第14条 事務処理の便宜上、公印の印影を印昂1することが適当であると認められる
文書については、そ(″)公印の印影を当該文書とともに印刷して、公印の押印に代

えることができる。この場合において、印影の寸法を拡大又は縮小して印刷する

ことができる。_

2 前項の規定により印影をF「刷しようとするときは、公印印影印昂U承認申請書
(様式第 6号)を教育長に提出し、その承認を受けなければならないと
3 印影を印刷した用紙等は、厳重に保存し、常にその受払いを明確にするととも

ればならない。

(電子公印)

第15条 電子計算機を利用してイ乍成する文書で事務処理上必要があるときは、電子
計算機に記録した公印の印影 (以下「電子公印Jと いう。)を当該文書に打ち出

すことによつて公印の押印に代えることができるとこの場合において、電子公印

を伸縮して打ち出すことができる。

2 前項の規定により電子公印を使用しようとするときは、電子公印使用承認申請
書 (様式第7号)を教育長に提出し、そめ承認を受けなければならない。

3 教育総務課長は、電子計算機を管理する所管課長と協議のうえ、電子公印の不
正使用年を防止するために必要な措置が講じられていることを確認しなければな

らない。

4 電子公印を使用する所管課長 (以下 1電子公印使用課長」という。)は、不正
使用等を防止するために必要な措置を講じなければならない。

5 電子公印使用課長は、電子公印を使用しなくなったときは、速や力ヽ こ電子公印

(印昂1)

第 9条 公印の印影又は縮小したものを文書に印刷しようとするときは、教育総務
課長に合議のうえ、教育長の決裁を受けなければならない。

公印の印影を消去しなければならない。

(公印の事故報告)

第16条 公宦「管理者は、公印の盗難、紛失、偽造、不正使用等の事故があつたとき
は、直ちに公印事故届 (様式第 9号)により教育総務課長を経て、教育長に報告

しなければならない。

(公印の使用状況の調査等)
.第
17条 教育総務課長は、公印管理者に対し必要があるときは、公印の管理の状況
その他必要な事項について調査し、又は報告を求めることができる。

附 貝可
1 この規則は、公布の日から施行する。
2 この境則施行の際、既に使用している公印でこの規則により改正を必要とする
ものについては、新たに調製するまでの間、なお従前の()のを使用することがで

きる。           I
3 この規則施行の際、既に作成されている公印台帳は、改正後の規則様式第4号
により作成された公印台帳とみな丸

4 この規則施行の際、既に使用中の公印については、告示を行なったものとみな
上

第10条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。
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１
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血
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１
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４
一

長浜市教

育委員会
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てん書 方24

教育部長
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次長 １

一

５
一

長浜市必(

育センタ

ー所長印

造f田 方 21

教育セン

ター所長

名をもつ

てする文

教育セン

ター所長
１
一

長浜市長

浜青少年

センター

迦

長浜奇少

年センタ

ー所長名

をもつて

長浜青少

６
一

てん卦 方 18 年セ ンタ 1

‐所長

７
一

長浜市本

之本青少

4「センタ
てメッ苦 方 18

木之木背

少年セン

ター所長
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少年セン

タ¬ヲF長

1

別表 (第■条理堡と

個数名称
ひな形

竪
書l本 寸法 使用区分 管守者

長浜市教育委員会印 １
一
てん書 Ш

一

籾
一

輪 及び委員

会名をもつて

する文書

教育総務

睡

１
一

長浜市教育委員会教育

民印

３
一
てん書 方20 教育長名をも

つてする文書

教育総務

課長

１
一

尋近市掛苔泰 呂全鋭苔

長職務代理者F口

４
一
古印 方18 教育長職務代

理者をもつて

する文書

教育総務

課長

民浜市教育委員会教育

部長印

５
一
てん書 方24 教1育部長名を

もつてする文

豊

教育総務

課長

１
一

新 十日

てする文

営

顕 ЭO
鞭

センター

け千障「

てん暮 方 21

学校給食

センター

所長名を

もつてす

る文書

各学校給

食センタ

―F)F長

各 1

9

長浜市立

○○′J学

迎

萱Fロ テブo0

小学校名

をもつて

する文書

各小学校

長
包

10

長浜市立

OO′ lヾ半

ぢU笠干ll

占rll 方 18

小学校長

名をもつ

てする文

書

各小学校

長
各 1

11

長浜市立

OO中学

処

迦 方50

中学校名

をもつて

するズに■

各中学校

二
各 1

12

長浜市立

○○中学

睡 ロ

占FE 方 18

中学校長

名をもつ

てする文

‐J

各中学校

長
包

13

長浜市立

融 柵

理

riF口 方 30

虎姫学園

名をもつ

てする文

誉

虎姫学園

延
1

14

民浜市立

醜 細

鰤

迎 方 t8

虎煙学園

校長名を

もつてす

る文書

虎姫学風l

睡
1

15

長浜市立

余呉小中

→許を吏F口

迎 麺

余呉小中

学校名を

もつてす

余呉小中

機
1
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新 十日

る鉢

16

長浜市立

余呉可ヾμ

袈 p

古印 方 18

余典小中

学校長名

をもつて

する文書

余呉小中

`ヽヨ4)已Eと
~ 1

:7

長浜市立

OOワ用と

幽

迎 方 30

幼稚園名

をもつて

する文書

各幼稚園

長
各 I

18

長浜市 とヽ

O∽ 稚
固長即

型 方 18

幼■
'図

長

名をもつ

てする文

営

各幼 とヽ固

長
苓ヽ 1

19

長浜市立

OO保育

剛

迎 方 50

保育園名

をもつて

'~る

文書

各保育園

農
各 1

20

長浜市立

OO保育
隠I長十日

皿 l 方 18

保育固長

名をもつ

てする文

営

各保育国

ニ
各 l

21

長浜市立

OO認定
こども園

型

迎 方 oO

認定こど

も園名を

もつてす

る文書

各認定こ

ども岡長
各 1

22

長浜市立

OO認定
こども因

劉

倒 方 18

認定こど

も囲長名

をもつて

する更書

各認定こ

ども園長
生

23

長浜市立

長浜図春

aRrttFp

迎 |
ノ,18

長浜図書

館長名を

もつてす

る辮

長浜図春

睡
1

新 t日

3
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長

浜

市

立

虎
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長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

幼

雑

閤

長

印

受

浜

市

立

長

浅

図

書

館

　

長

　

印

別表2(第 4条醐
ひな形     、

6

11

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

中

　

学

　

校

長

浜

市

立

余

呉

小

中

学

校

受

印

長

浜

市

立

Ｏ

Ｏ

認

定

ヤ
】

ど
　
ｊ

一劇

長

浜

市

立

〇
　
　
　
　
〇

中

学

校

長

印

長

浜

市

立

Ｏ
　
　
　
　
Ｏ

幼

　

稚

　

囲

長

浜

市

立

○

○

認

定

こ
ど
も
固
長
印

所

　

長

　

印

育

セ

ン

タ

ー

投

浜

市

救

10

民

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

小

学

校

長

印

15

長

浜

市

立

余
　
　
　
　
呉

小

中

学

校

長

浜

市

立

○
　
　
　
　
○

保

古

聞

長

印

民

浜

市

立

Ｏ
　
　
　
　
Ｏ

小

　

学

　

校

美

浜

請

立

虎

殖

学

固

校

　

長

　

印

民

浜

市

立

Ｏ
　
　
　
　
Ｏ

保

　

育

　

Ｎ

長 浜 市 教 育

委 員 会 教

育 部 長 印

長  浜  市

教 育 委 員 会

フ
.υズ育 ,(職 務

代 埋 者 印

長 浜 市 教

育 委 員 会

イズ 育 長 Fll

貫  教  とく

会 首 浜

印  委  市

長 浜 ○ ○ 学

校 給 食 セ ン

ター 所 長 R〕

1年 木 長

督ラξ浜
Fl〕 夕 少 市

1年 1て 授

所 セ 浜

長 ン 背
漢

印 夕 少 市

21 22 23

(3)

ひな形

(1)

(5)

氏渋講維奮

参鍵会教育

部 長 騨

(2)

白ll除

(盗 )

養 浜 市 教

育 委 機 会

教 育 長
‐
ll

員 教 疑

育 涯

F「  捺  :,

長浜f'教 育

参候ヽ会鞍群疑

破務代理考聴I
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新 1日

や

筆

Ｅ
頚
十

騨
Ｅ
ぐ

晨
“
癬
Ж

Ｅ
“
奉
麟

基
Ｓ
蹂

華

爺

ポ

コ

翠

↓

毅

朧

Ｎ

旺

撃

晨

準

Ｅ

ぐ

（単
蓋
く
ω
黙
）
工

一
鰈
イ
華

」
四
Ｈ

■

日

甲

口
■
】

一歯

Ｆ

声
Ｅ

〕
Ｅ

〓
■

●

一　

一Ｌ

こ
　

一
　

一　
　
　

一　

一
Ｆ

　

一■
　
　

一一
〓

一
一　
」
け
吾

一
　

　

一　
一

薪

隊式第 2′′(第 9条 l州係)

公  印  持  出  中 耐  ギ,

公 印 の 名 称

持 出 ll‖ 1

l吏川I公文 〔`件名

及 び 山1容

村 出 期 間
年

年

月

呵

田から

出まで

{l子 用 場 所

年  月  日 特出 lえ用看

匡記の公印静lH使用1を計 !「十る.

年  月  H 公印管理士

返_'年 月W 年  FI  Π 公印省
"l!帝

受僚

34



鰹
オ

“

て
抑

,予式第 ■ ,′ t第 12粂 問 脈 )

公    印

名   称

ひな形 ,ヽ オ

町〕,ド 体

lt用 に 分

公 印 社 対1士

個

午   用  It'写 ,l`

研

身

午  刀  ‖lチど1=

兄ll記様式 (第 6条関係)
公    印   合   帳

名 称

ひな形番号
印

影

寸   法

書   体

個   喜女

官 守 者

備

考

使 用 区 分

年  月  日調製

年  月  日廃止

新

様式第 5ケ (第 13条関係 )

公 印 群「 前 抑 即 中 甜 普

年  月  ‖

公日
'管

理者 あ て

次のとお り公印の事前 ,「 lflを したいので

規定により
'檸

ユ置します。

所

'メ

i長 名

艮浜市イズ育委 FR会 公印規則第13条第 1項の

,T印 を しよ うとする

公 印  の 名 称

“

甲印を必要とする

,■      ＼  山

‖1印 を 必 要 とす /,

文    年   4

I‖ 印す る文 書の枚 敷
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新 十日

様式第 6;(第 14条関係 )

公RI HI影 印刷 ,k認 中 1▼ 書

年  月  日

(あ て先)教育長

所属
「
て名

次のとおり公Iflの印影を印吊1し たいので、長浜市教育チた員会公印打と則第口条第 2項の

規定により申請 します。

印用1を しようと

'‐

る

公 印 の 名 称

l li用1を 必要 と1る

′」     由

印部Iを 必要と十る

文   菩   イi

縮小又は拡大を必 `舞

とす る場合の十法

印¶Ⅲする文書の枚数

印 刷 来 者 名

(注 )RI「

'1業

者名欄は、印刷メ・:者が未定の場合は4硝lと し、来子が決定 したときに教育

長に報告すること,

露

督

新

様式第 7号 (第 15条 関係 )

電 子 公 自I使 用 ′代温 中 締 書

年  月  日

(あて先)教育長

所属長名

次のとおり電子公印を使用したいので、長浜耐T教育委員会公印規則第15条第 2項の規

定により中請します。

電 子公 印 に 使 用 す る

公  印  の  名  称

電 子 公 印 を 使 用 す る

文    書    名

電 子 公 印 の 寸 rム
口 原寸 □ 寸法を変える場合

(       )

陀 丹1開 始 年 月 日 FF   tt   Ft

不lE使用1幹の防止IH證

(注)こ の承認中講群には、鶴電子公印を使用 しようとする文書を添付すること。
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新 I日

傑式第Bけ (第 15条関係)

電 子 公 印 廃 止 届

年   月  阿

(あ て先)教育長

所属長名

,次のとお り電子公申を廃止するので、長浜市教育委員会公印規則第 15条 第5Fの規定

により厨け出ま上                            :

公 印 の 名 称

電子公印を使用 していた

文         藩

廃 lL 年  ナl   Fl

廃   止   理   由

(注 )こ の廃止届差提出する際に|よ、電子公印を使月]していナ・文器 (コ ピ=)を
添付す

ること。

新

藤べ舛0オ (第 16埃関係)

公 Fl'41故 ■

牛  ナI  W
(あて先)敦世受

公印管コ1士

公 印 の イj“ 公 印 鷲 理 課

十 法 材
′ど
`

ll 頂

＝

奄
朔

生

一所午 用

手 腋 内 容

l,Vlアe生 後

の  措  置
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条例・教育委員会規則等の制定・改廃に関する本既要説明書

担
'当

議案番号

件  名
議案番号

件  名
議案番号

件  名

議案番号

件 !名

議案番号

件  名

教育指導課、すこやか教育推進課(幼児課  (教育総務課で一括説明)
第 10号
長浜市立学校の管理運営に関する規則の一部改正について

第 11号         ~
長浜市立学校の出席停止の命令の手続に関する規則の一部改正について

第 12号
長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例施行規則の一部改正について

第 13号
長浜市聴覚に障害のある児童生徒に封するFM補聴器貸与要綱の一部改正
について

第 14号
長浜市通園バス利用要綱の一部改正について           、

一
“

巨

■
目

日
一
口

≡

苗
一】

串

〓

常

≡
一
一
Ｅ

】

」

一　

Ｆ
〓

〓

一
　

一　
　

　

一　

一
〓

　

一Ｉ
　

　

一　

一
一
〓

一
〓

■

一
　

　

一

一　

　

　

　

一

第1 提出理由
全庁的に取り組んでいる「押節等の見直し」の検討に伴い、手続きの負担軽減と利

便性向上並びに行政事務の効率化のためて関係例規を改正するもの。

第 2 要 J煮
1 様式で押印を定めているものについて、押印欄を削除する。

(.第 11号議案、第 12号議案、第13号議案、第14号議案)
署名又は記名押印等について、その旨を追加する。  (
(第 10号議案、第 11号議案、第12号議案)   ,

第3 施行期日
令和 3年 4月 1日 から施行するど
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議案第10号

長浜市立学校の管理運営に関する規則の一部改正について

長浜市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を次のように制定することについて、

委員会の議決を求める。

令和 3年 3月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市立学校の管理運営に関する規則の下部を改正する規則

長浜市立学校の管理運営に関する規則 (平成18年長浜市教育委員会規則第16号)の一部を次のよ

うに改正する。

様式第 1号及び様式第3号から様式第7号までを次のように改める。
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1

第

年 月

号

日

長浜市教育委員会教育長 様
長浜市立

学校長

学校

授業許可及び勤務時間の割振り臨時変更承認申請書

下記のとおり休業日に課業したいので、許可及び承認くださるようお願いします。

1 課業する休業日
2 必要とする理由

記

年 月   日

3 休業しようとする日
4 勤務時間の割振り

年  月  日

本件申請のとおり許可、承認します。

年  月  日

月 日 曜 日
定められた
実 働 時 間

変 更 し た い 割 振 り

出 勤 時 刻 休 憩 時 刻 退 勤 時 刻 実 働 時 間

月  日 時間 分 午前
時 分

時 分から
時 分まで―
(  分間)

年後
時  分 時間 分

月  日 時間 分 時 分 時 分 時間 分

備  考

長浜市教育委員会教育長

備考 :記名押印を可とする。
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様式第3号 (第 6条関係)

長浜市立

校  長

)実施届

)を下記要項により実施いたした

号

日

第

年

長浜市教育委員会教育長 あて

月

記

校外行事 (

本校第   学年の校外行事 (

いのでここにお届けします。

日 程 イ白     日目  的

行  先

率人 員員人  員実施学年

こづかいその他宿泊費・

食費
雑費交通費内

　

訳

た
費

当人
経

支弁者補助金 する補助金
に

立 金

1

年齢 事 務 分 掌職名 氏   名 立案に参加した

外部団体
立案計画までの

経過の概要

弓|

不参加者に
対する措置

不
参
加
児

せ
付 添 人

の

たり児童 。生徒数

P, 1人当

校 医そ の他 の所 見注 意 事 項氏   名

児

健
康
す面
るで

慮
を
要

立里

見学場所 宿泊地時刻及び到着地利用交通機関時変1及び出発地月 日

日

程
　
表

備考 衛生監督について連絡依頼した都道府県名

備考 :記名押印を可とする。
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様式第4号 (第 6条関係)

第

年 月

号

日

長浜市教育委員会教育長 あて

長浜市立

校長

校外行事 ( )実施報告書

本校第  .学 年の校外行事 (

で御報告いたします。
)を実施しましたところその概要は下記のとおりでありましたの

行 先 日 程 泊 日

予

定

と

実

際

参 力日
1人
員
不参加

人 員
参加率 引率者数

引率者 1人当

たり児童生徒数
付添者数

予 定 人 人 % 人 人 人

実 際 人 人 % 人 人 人

1人当たり経費
内 訳

交 通
オ
費 宿 泊 費 雑  費 こ づ か い

予 定 円 円 円 円 円

実 際 円 円 円 円

最高

最低

平均

円

円

円

実

施

日

程

表

月 日
時刻及び

出発地
利用交通機関

時刻及び

到着地
見学場所 宿泊地

予定と著しく
相違した,点

病人、事故等及びそれ
に対し取うた処置

反   省

!

目

備考 !記名押印を可とする。
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様式第5号 (第8条関係)

第 号

日年  月
長浜市教育委員会教育長 あて

長浜市立

校長

学校

使 1用 図 書 承 認 申 請 書

年度用として次の教材を使用いたしたく申請 します

図 書 使 用
ヽ
計 画

注 :見本 1部添付のこと。

備考 :記名押印を可とする。

本件申請のとおり承認 します

年  月  日

特 に 採 用 す る 理 由販売者価    格発 行 年 度発 行 所著   者図 書 名使  用
開夕台日

使 用
学 年

教 科

長浜市教育委員会教育長



様式第6号 (第9条関係)

長浜市教育委員会教育長 あて

第

年 月 冨
長浜市立

校長

学校

教 使 用 届

学習用として次の教材を使用レますのでお届けします

注 :見本 1部添付のこと。
備考 :記名押印を可とする。

特 に 採 用 す る 理 由販売者史  用  目  騨価格
発行
年度

発行所著  者教 材    名使用開始 日
使用学年
又は集団

教科

|ド

`ト

十1 + ||「



様式第7号 (第25条関係)

第

年 月

号

日

長浜市教育委員会教育長 あて
長浜市立 学校

学校長

体 日隈 届

下記のとおり休暇を受けたいので承認くださるようお願いしますと

記

1 休暇の種類

2 体暇の期間

年  月 日から

日まで
日間

年  月

3事  由

4 不在中の代行者

心 連 絡 先

申請の通り承認します。

年  月  日
長浜市教育委員会

教育長

備考 :記名押印を可とする。
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附 則

この規則は、令和 3年 4月 1日 から施行する。
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長浜市立学校の に関する規則 新旧対照表
新

第

卒

髪誤市鎮奮策良塗鎮藤イ宝 浚
長諄市立

報 F<

字ミ″

もミ素帝可又・′'範務時向r′割振り解帝望更ス露嚇識篠

f望のとお,休癸ЯI「譲索し■Ⅲので、詐,,'えび雰H7く ださう kうお額いし

“

す.

ユ 孝ユする休素職
2 1′要とする獲

"
お 体楽とえうとする何

4 協耕時 1この奮1便ウ

孝  月  占

1す

`鸞 隻招漁争再
変 更 し た

'i'l虔
ケ

出 切鋳 レ
`l

永 恋 鋳 刀 ,強 勤 躊 嘉 実 助 時 間

時間 分 ヤ前鋳 分 ',守

 分から
時 分表で
(  今問】

年 後

時 分
若弱 ,

'キ

関 ' 帝  ' 時 分 時剪 分

奮 脅

本体申筆の とお つ葬■、4露 i´ ま∴

牛  男  熙

妥巌市敷攘 員宏韻奮賢

l●を:罷缶伸算を耳をすガ,,

縦秦詐耳及び動務的鱒の割捩ψ臨時質質米理中誠雪

下記′lとおり休殖癬!こ母率 ,た ,ヽΦで、葬可魔fか承認くだきメ,ょ ぅお醸いと求→七

月 R 瑶 lヨ 蔓協£肇議
変 真 t´ た い 留 振 り

甚勘時 却 ′本 な 時 刻 ,堡 動 書 難 宴 働 算や鶴

特田 , 4話砦 分
苺 分から
時 分よで
で  ,側 )

午殺
時 分 “

ヤF班 分

時戯 少 ■

'
路 分 篤

'′

将 分

終 考

分

■

略

イ敏

本僻

“

兼のとお

揉fⅢ荘嵌古委員会簑奮長

貫浜市輩奮ね́員会故宙長 捺

筆  テ々  肇

長浜,■
学技,4

l 栞1黎する休彙斜

2 と要と
'心
理歯

9 係棄した少とすうB
4 勁穏時J礎 (′

'部
森少

凛露↓ユす。

新

様式第 2号  (略)

――塑

第

年

|‐

【

　
緊

立案會I獨女 々の

不
多
加
彙

剰 ,il去 る強碗

録
　
重
　
要

籠■隼3騒 (第6姦関係 )

I芳下
'要
頚によリズ癒いたした筆ヽ

驚

年

I晉ィ
内
　
駅

立奮に
'加

した

偉
　
騒
　
業



新 I日

韓五零4弓 (勢 6秦関係 )

長浜市立

々

定

を

来

ほ

蓼第子 1人当

奮 泊 資

駐任

薬

落

環

霊

宏

,¢を :記 4'障をFrとすろコ

韓式霧4,(単 6条口1係 )

芸

造

田

醸

宏

新 I日

・ (ヽ と[と

手

革
　

　

　

筆

喜

撃

工
一

球

広
　
一十
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議案第11号

長浜市立学校の出席停止の命令の手続に関する規則の上部改正について

長浜市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を次のように制定することについて、

委員会の議決を求める。

令和 3年 3月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市立学校の出席停上の命令の手続に関する夫兄貝llの一部を改正する夫見貝ll

長浜市立学校の出席停止の命令の手続に関する規則 (平成18年長浜市教育委員会規則第18号)の
一部を次のように改正する。

様式第 1号を次のように改める。
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様式第 1号 (第 2条関係)

出席停止措置に係る意見具申書

月

長浜市教育委員会 教育長 様

長浜市立

校 長
学校

下記の児童生徒の学校における生活状況は、性行下良であり、他の児童生徒の教育に

妨げがあると認められますので報告いたします。

つきましては、学校教育法第 26粂 (第 40条を準用する場合を含む。)第 1項規定に

より出席停上の措置が講じられるよう具申いたします。

記

号

日

第

年

1 児 童 生 徒 名

2 性 男町

3 生   年   月  日

4 保 護 者 氏 名

5 現 住 所

6 学  年 学  級

7
出席停止 を具 申す る理由

(児童生徒の生活状況 )

8 出 席 停 止 を求 め る期 間
年

年

月

月

日 ()、 から

日 ()ま で

9 出席停止期間中の指導計画

10 そ の 他 の 参 考 事 項

備考 :記名押印を可とする。
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目

附 則

この規則は、余訴日3年 4月 1日 から所労〒する。
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長浜市立学校の出席停止の命令の手続きに関する規則 新旧対照表
新

確煮第 I''(■,'条夢係】

出席停止雅置に係ろぷ具員中き
第

年

″

Ｅ

長浜市鞍首委員会 数管兵 蝶

兵浜市立

較 長

ネ手
`え

qtt3釜:銚纂窪就裁
｀
執麓を導れる基を台む・璃1類響滝

主り由講停上の描登が議しられる工う兵4ぃたします→

認

籐若

′ュ 歯 4終 ネ

性 無j

釜   軒=   阜   碧

像 譲 奮 (名

所テ興 儀

学   年 学  縁

番用 俸上 を暴 中サ う理 羹

【
'ノ

こ慮生 徒の 生活裁凛 )

毎

年

ら

で

か

〓r]

.士庶停工切隠中の 1筆導升回

そ の lと す)参 考 事 項

黙式年 1'`斜 2条麟鞘採
'

轟府体止措霞に係う意見具申書

，

Ｅ

嘉

年

長藻れ数茸委員会 教育身 篠

長ン帝立

すな 長
学 改

国

下記そ「,た室
オ七後の学較にお

'す

る生活F況をよ、性行不 F卜 で1'メ
'、

他t',売遺生後′
'数
費をこ

妨げがあると講あられ表すので報善いたします。

つきすしては、学役激育法第つ6柔 (佛 こO条を準用→
‐
う肇。よを台工 )第■看ミr婢 定に

■,関館′字工(F'4'霞メ〉1議 とヽれるよう兵学予`たし坂i

記

児 至 生 徒 名

監 務l

4  年   'ユ    珂

l果 競 者 氏 名

現 住
j祈

学  年 学  巖

4驚 毎上 を貫 申す 0う撃l:]
(l足 重 生徒 の生活状 Я )

猟 席 俸 上 を求 あ る メザI囲
年  月  景 0か ら

年   月  巨 く】
=で

出薦奪■ )切観中の績整講歯

ttアン他 イプ′な 考 事 項
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議案第 12号

長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施

行規則の一部改正について

長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規

則の一部を改正する規則を次のように制定することについて、委員会の議決を求める。

令不日3年 3月 29日 提出

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信

長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則

長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規
則 (平成18年長浜市教育委員会規則第15号)の一部を次のように改正する。
様本第 3号から様式第13号までを次のように改める。

一
〓
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様式第 3号 '(第 4条関係 )

1号紙

学校医等公務災害療養補償請求書

認

写第 号

請求
回数
第 回

長浜市教育委員会 様

下記の療養補償を請求します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住所
氏 名

(補償費用の受領委任 )
この請求書による療養補償の費用の受領を__
委任 します。

に

氏 名

(委任に基づく支払請求)                      |
上記委任に基づき、この請求書による療養補償の費用の支払を請求します。

支払請求者の住所
氏      名 _____― ― ― ― ― … … … … … …

1 (氏名及び生年月 日)

午 月   日
2 (住所)

3 (職 名 ) 4 (負傷又は発病年月口)
年  月 日

5診 療 費 内訳は「13 医師の証明」欄記載のとおり 円

6調 剤 費 内訳は F14 薬剤師の証明」欄記載のとおり 円

7看 護 料 □看護師
□付添婦

年
年

月

月

日から
日まで

日間 円

8移 送 費
(交通費)       □
から までキロメー トル ロ

片道
往復

回 円

(その他の移送費) 円

9 上記以外の
療養費

円

10 療養補償請求金額 (5～ 9の合計額 ) 円

11 添付する書類その他の資料名

12 口座振替希

望σ)場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年 月 日

※決   定 年 月 日

□ 普通源金 口 当座預金 ※通   知 年 月 日

口 座  番  号 ※支   払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※決 定 金 額 円
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〔注意事項〕                             I
l 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F「を記入するこ

と。

2 「(補償費用の受領委任)」 の欄には、診療に当たつた医師若しくは医療機関等又
は調剤に当たらた薬剤師若しくは薬局に補償費用の受領を委任しようとする場合に

のみ記載し、その他の場合には記入しないこと。

3 「3(職名)」 の欄には、「OOO学校学校医」等と記入すること。
4 「 7 看護料」及び「8 移送費」については、費用の領収書又はこれに代わる

証明書及び明細書を添付すること。         'I
5 「9 上記以外の療養費」の欄にはヽ入院料に食事料を含まない場合の食事料及
び医療に必要な治療材料等の名称、数量及び費用を記入し、その領収書及び明細書

を添付すること。
｀

6 2号紙又
`ュ

3号紙の記入に代えて、同様事項を記入した医師、薬剤師又は柔道整

復師の証明書を添付してもよい。

冒

目

塵

56



2号紙

(患者氏名)※13 医師の証明

診療

期間

日から

日まで

月

月

年

年

日

ア 年 月 日

イ 年 月、日

ウ 年 月 日

診

実

療

数日

診

療

開

始

日

傷
　
病
　
名

ア
　
　
イ
　
　
ウ

初診 時間外・休日・深夜 回 点 傷
病

の
経
過

再
　
　
診

診
診

外
夜
榔
間
日．深

再
内
時
体

回

回

回

回

年  月  日指導 回

死 亡継 続 転 医 中 止

転
　
帰 治 癒

要摘

診

　

　

察

　

　

料

往

　

診

普  通
夜  間
深夜・暴風雨雪・難路

回

回

回

投
　
　
薬

　

料

内月反
{義?遮

讃1限 {義響処

令用{素卍処

難
回
鞭
回
難
掴

注
　
射
　
料

内

内

他

肉筋

脈

の

下皮

静

そ

回
　
回
　
回

回

回

回

(処置名・回数等)

薬 剤

処
　
置
　
料

手
術

・麻
酔
料

回

回
′
回

(手術名・:回数等)

薬 剤

検

査

料

(検査名・回数等)

薬 剤

回
　
回
　
回
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|

,

|

|

|

レ
ン
ト
ゲ

ン
料

(使用フィルム・回数等)

回

回

回

そ
の
他

(治療名・回数等)

入

院

入院年月日 年 月 日

病

　

　

院

基

食
一普
　
食

看
任
２
一看
任
１

入院基本診療料
(室料・看護料・給食
料)  〕点
食有  ×  日間
食無  ×  日間
特食  ×  日間
入院時医学管理料
2週間以内 × 日間
2週間超～
1月 以内 X日 間
1月 超～
3月 以内 × 日間
3月 超   × 日間

診
　
　
療
　
　
所

基

・寝

・衣

看

1

看

２Ｊ仔　
Ｒ

その他

診療報酬点数表により計算できるもの
合計点数 1点単位

×
円

診療報酬点数表により計算できないもの
診断書料・入院室料
差額等

円

診療費請求合計額 円

上記の事項は、事実と相違ないことを証明します。

年 月   日
所 在 地

病院又は 名  称
診客所の 医師氏名

(署名又は記名押印)

一

〓

一　

　

　

一
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3号紙

※14 薬剤師の証明 (患者氏名 )

処方せ
守
を交
年
した病院又

1診
療
Tσ
)(轡
 日市

在

k 必

調 剤 期 間
年

年

月

月

日から

日まで
日間 調剤実日数  日

調剤費の内訳
金額 (円 )

処方月日 調剤月日 剤型 処  方
調
数

剤
塁

薬 剤
価 格

調 剤
手数料

月  日 月  日 円 円

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日
月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

調剤費の合計 円

処方せんの枚数 枚

上記の事項は、事実と相違ないことを証明します。

年  月  日
所

薬局の 、名

在 地
称

師氏名薬剤

(署名又は記名押印)
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様式第 4号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害休業補償請求書
認定番号   第 号

請求回数   第 号

長浜市教育委員会 様

下記の休業補償を請求します。

請求年月日 年  朔  日

請求者の住所
氏 ・
―
名_■ _i

1 (氏名及び生年月日)
年   月   日

2 (住所)

3 (穀 名 ) 4 (負傷又は発病年月日)
年  月  日

5 厚生年金保険法
等の適用

__の 被保険者であ

被保険者ではない。
る

被保険者証書等の記号番号 所轄社会保険事務所等

6 請求 日数 年
年

月

月

ら
で
か
ま

日

日 のうち   日 全部休業日数   日
一部休業日数   日

7 収入

災害発生前 3月 の勤労収入

総額 (臨召寺収入を除く。)

災 害 発 生 後 請 求 日数 期 間 内 の 勤 労 収 入 総 額

全部体業日数に係る分 一部体業 日数に係 る分

円 円 円

8 勤務先等

9 休業補償請求金
額の計算

全部体業

の 場 合

勤労収入が

な い 場 合
篠1劉 信到

円×    日Xギ
器
円= 円

勤労収入が

あ る 場 合
篠銅 情到 傍辞絞夫昼襲縣→

日×
器 ァ

円 × 円=  円

一 部 休 業 の 場 合 篠銅 情封 街馨絞表基籍好F付
(   円× 日― 円)×器 = 円

支給額が制限される等
の場合

円

10 休業補償請求金額

※
Ｈ
医
　
師
　
の
　
証
　
明

(傷病 ) (現在の決況)

□治癒
□継続中
□死径 □尋止
□転医

(請求日数のうち治療のため勤務すること
ができなかったと認められる日数)
年  月  日から
年  月  日までのうち  日

(勤務することができなかつたと認められる理由)

上記のとおりであることを証明します。
年  月  日

病院又は
診療所の

所 在 地

名  称

医師氏名

(署名又は記
`名
押印)
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〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する国に″F「を記入するこ

と。

2 「3(職名)」 の欄には、「OOO学校学校医」等と記入すること。

3 「7 収入」の相の勤労収入には、自営業による収入及び会社の顧問等役員とし

ての収入等を含み、配当所得、家賃収入等の資産を基礎として生じた収入は含まな

い 。           

′

4 「8 勤務先等」の欄には、勤労収入を得ている場合に記入するものとし、勤務

先名、役職名等を記入することD

5 「※11 医師の証明」の欄には、入院中の場合のように、既に療養補償請求書等

によつて療養のため勤務できないことが明らかに認められるときは、この請求書に

おいて重ねて医師の証明を求めて、記入する必要はない。

6 この請求書を提出するとき、既に当該休養補償と同二の事由にようて次に掲げる

年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金証

書の記号番号及び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、こ

の請求書に係る体業補償の支給決定後に次に掲げる年金の支給を受けることとなつ

た場合には、速やかにその旨を書類で報告すること七

(1)厚生年金保F父法 (昭和29年法律第■5号)の規定による障害厚生年金

(2)国民年金法 (昭和34年法律第141号)の規定による障害基礎年金 (同法第30

条の4の規定による障害基礎年金並びに国家公務員共済組合法 (昭和33年法律第

128号)、 地方公務員等共済組合法 (昭和37年法律第152号 )、 私立学校教職員共済

法 (昭和28年法律第245号 )及び厚生年金保隙制度及び農林漁業団体職員共責組

合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

(平成13年法律第191号)附則第 2条第 1項第 2号に規疋
~す
る旧農林漁業団体職

員共済組合法 (昭和33年法律第99号)の規定による障害共済年金の事由と同下の

事由によ|り 支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国民年金法等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34号と以下「日
=和

60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険法 (昭和14年法律

第73号)の規定による時害年金

(4)曜和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保『父法の規定によ

る障害年金

(5)昭和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金                 ″
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様式第 5号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害傷病補償年金請求書

※

誓塞藍 第
‐

号

藍写第 号

長浜市教育委員会 様

下記の傷病補償年金を請求しますと

請求年月日 年  月  日

請求者の住所 _二
氏    名

1 (氏名及び生年月日〕
年 月   日

2 (住所)

3 (職 名 ) 4 (負傷又は発病年月日)

年  月 日

5 (傷病等級)
第  級第  号

6 (傷病等級該当年月日)

年  月 日

7 (傷病 (2)名 称、部位及びその状態)

8 (既 存障害の部位及びその程度)

9 (日 常生活の状態 )

10 厚生年金保
険法等の適
用

の被保険者である。

□被保F父者ではない。

被保険者証書
等の記号番号

所轄社会保険
事 務 所 等

H 傷病補償年
金請求年額
の計算

通 常 の 場 合
(年金補償基礎額)(倍数)

円X 円

支給額が制限される
等  の 場  合 円

12 傷病補償年金請求金額 円

13 添付する書類その他の資料名

14 日座振替希
望の場合

振
i込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年 月 日

※決   定 年 月 日

□ 普通預金 回 当座預金 ※通   知 年 月 日

口 座 番 号 ※支 給 開 始 年 月

預 金 名 義 者 ※決 定 年 額 円

昌

甘
ロ
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〔注意事項〕                            、

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F「を記入するこ

と。

2 「3(職名 )」 の欄には、「OOO学 校学校医」等と記入すること。

「 7‐ (傷病の名称、都位及びその状態)」 の欄の記入事項が添付する診断書の記

載事項と同じであるときは、「診断書のとおり」と記入すること。

この請求書には、傷病等級の決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資料を

添付すること。

この請求書を提出する場合に、既に当該傷病補償年金と同一の事由によつて次に

掲げる年金の給付を受けているときは、その年金の種類、年額、支給開始年月、年

金証書の記号番号及び所轄社会保Π父事務所等を記載した書類を添付すること。また、

この請求書に係る傷病補償年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けること

となつた場合には、速やかにその旨を書類で報告すること。         :

(1)厚生年金保険法の規定による障害厚生年金

(2)国民年金法の規定による障害基礎年金 (同法第30条の4の規定による障害基

礎年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校孝女職員

共済法来び厚生年金保際制度及び農林漁業団体職員共済組合制度
の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 (平成13年法律第101

号)附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の規定による障害共済年金

の事由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国民年金法等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34号。以下「甲和60年

法律第34号」というと)第 5条の規定による改正前の船員保険法の規定による障

害年金                           ｀

(4)昭和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定によ

る障害年金

(5)昭和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定によう障

害年金

3

4

5
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様式第 6号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害障害補償 (年金・一時金)請求書

※年金証
書番号

第 号

藍写第 号

長浜市毅育委員会 様

下記の障害補償を請求します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住所 __……
氏    名

1 (氏名及び生年月日)

年 月   日
2 (住所)

3 (職名) 4 (負傷又は発病年月日)

年  月 日

5 (傷病等級)
第  級第  号

6 (治癒年月日)
年  月  日

7 (障害の部位及びその程度)

8 (既 存障害の部位及びその程度)

9 厚生年金
保険等の

適用

□____の 被保険者である。

国被保険者ではない。

被保険者証書
等の記号番号

所轄社会保険
事 務 所 等

10 障害補償
請求額の

計算

年金の

場 合

通 常 の 場 合
(年金補償基礎額)(倍数 ):   

円× 円

支給額が制限さ
れる等の場合

円

一時金
の場合

通 常 の 場 合
(年金補償基礎額)(倍数 )

円× 円

支給額が制限さ
れ る等の場合

円

H 障害補償請求金額 田

12 添付する書類その他の資料名

13 口座振替、
希望の場
合

振  込  先
金 融機 関名

銀行 支店
※受   理 年  月  日

※決   定 年  月  日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通   知 年  月  日

口 座 番 号 年  月

預金 名 義 者 年  月  日

※決 定 金 額
□年  金
同一時小

円

6狙



〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する国に″F「を記入するこ

と。

2 「3(職名)」 の欄には、「○○○学校学校医」等と記入することЬ

3 「7(障害の部位及びその程度)」 の欄の記入事項が添付する診断書の記載事項

と同じであるときは、「診断書のとおり」と記入すること。

4 「8(既存障害の部位及びその程度 )」 の欄には、新たに既存の障害の程度を加

重した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給された場合

には、その該当等級を明記すること。

5 「9 厚生年金保険法等の適用」の欄には、障害補償年金を受けようとする者に

ついて記入すること。

6 この請求書には、治癒の時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書そ
の他の書類及び資料を添付すること。

7 この請求書を提出するとき、既に当該障害補償年金と同一の事由によつて次に掲

げる年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給Fガ月始年月、年

金証書の記号番号及び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また

この請求書に係る障害補償年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けること

となつた場合には、速やかにその旨を書類で報告すること。   ｀

(1)厚生年金保[父法の規定による障害厚生年金

(2)国民年金法の規定による障害基礎年金 (同法第30条の4の規定による障害基

礎年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等災済組合法t私立学校教職員

共済法及び厚生年企保 l子央制度及び農本本漁業国体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する,等の法律 (平成18年法律第101

号)附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の規定による障害共済年金

の事由と同二の事由により支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国民年金法等の‐部を改正する法律 (昭和60年法律第34号。以下「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険法の規定による障

害年金

(4).昭和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定によ

る障害年金

(5)昭和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金
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様式第 7号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害障害補償年金差額一時金請求書 馨唇第 号

長浜市教育委員会 様

下記の障害補償年金差額一時金を請求
します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住班 Ⅲ………………
氏

死亡職員 と 又は関係__…………Ⅲ…

1 死亡職員に
関する事項

(氏名及び生年月日)
年 月   日

(職名)

(死亡時の障害等級)
第  級第 号

(死亡年月日)
年 月   日

(既存障害の部位及びその程度)

2

障害

補償

年金

差額
一時

金請

求金

額の

計算

受給権者 の

氏    名
死亡職員との

続柄又は関係 哩礎儲′僚き動
|

支給された
及び前払一
の額の総計弄懲)

(   円ヽ 円)

×
1

(受給権者の数 )
円

障 害 補 償 年 金 が
支 給 さ れ て い た 場 合

年金証書番号 支給された年金額の合計

第 号 円

障害補償年金前払一時金
が 支 給 され て い た 場 合

年金証書番号 支給された前払一時金の額

第 号 円

総 計 円

3 障害補償年金差額一時金請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 日座振替希
望の場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受  理 年 月 日

※決  定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 年 月 日

口 座 番 号 ※支 1払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※決定金額 円

督
脚
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〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F]を記入するこ

と。

2 「1 死亡職員に関する事項」の欄中「(職名)」 とこは、「〇〇〇学校学校医」等
と記入すること。また、同欄中「(既存障害の部位及びその程度)」 には、新たに既

存の障害の程度を加重した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補

償を支給された場合は、その該当等級を明記すること。

3 この請求には、次に掲げる書類を添付すること。

(1)障害補償年金の受給権者の死亡診断書、死体検案書、検ネ見調書その他当該障

害補償年金の受給権者の死亡の事実を証明する書類又はその写し     
「

(2)請求者の氏名、本籍及び死亡した障害補償年金の受給権者との続柄又は関係

に関する市区町村長の発行する証明書 (戸籍の謄本又は抄本でもよい。)

(3)請求者が、障害補償年金の受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくして

いた配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹であるときは、障害補償年金の

受給権者の死亡の当時生計を同じくしていた事実を認めることのできる書類

(4)請求者が、婚姻の届出をしていないが、障害補償年金の受給権者の死亡の当

時事実上婚姻関係と同様の事情にあつたときは、その事実を認めることのできる

1書類                         ,
(5)請求者が、配偶者以外の者であるときは、他に先l頂位者のないことを証明す

る書類

(6)請求者が、死亡した障害補償年金の受給権者の遺言又は長浜市孝女育委員会に

対する予告により特に指定された者であるときは、これを証明する書類
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様式第 B号 (第 4条関係 )

※年金証
書番号

第 号

馨吾々 号

長浜市教育委員会 様

下記の障害補償年金前払一時金を請求します。

請求年月日  年  月  日

請求者の住所
氏    名

1 (障害等級)
第  級第  号

2 (既存障害の部位及びその程度 )

3 請求者が選択する障害補償年金前払
一時金の額

□障害補償年金前払一時金の限度額
― □1,200倍
□1,000倍

補償基礎額の田 :IItt iこ相当す
る額

□ 400倍
回 200倍

4 障害補償年金前払一時金の請求額

(1)限 度額を選択した場合    円

(2)限 度額以外を選択した場合
(補償基礎額) (倍 数)

円×    = 円

5 障害補償年金前払一時金の
申出を行つた月までの期間
に係る障害補償年金の額の

合計額

年

年

月ノ刀`から

月分まで
円

6 障害補償年金の支給決定に
関する通知を受けた年月日

年  月  日

7 口座振替希
望の場合

振  込  先
金 融機 関名

銀行 支店
※受    理 年 月 日

※決    定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通    知 年 月 日

日 座 番 号 ※支    払 年 月 日

預 金名 義者 ※決 定 年 額 円

学校医等公務災害障害補償年金前払一時金請求書

[注意事項]
1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に力F「を記入するこ
と。
2 「2(員元存障害の部位及びその程度 )」 の欄にはて新たに既存の障害の程度を加
重した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給された場合
は、その該当等級を明記することと
3 「5 障害補償年金前払一時金の申出を行うた月までの期間に係る障害補償年金
の額の合計額」及び「6 障害補償年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」
の欄には、障害補償年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。

言

一一

〓
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様式第 9号 (第 4条関係)

学校医等公務災害介護補償請求書
認 定 番 号 第 号

請 求 回 数 第 回

長浜市教育委員会 様

下記の介護補償を請求します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住F~)〒 __

氏    名

1 被災職員に
関する事項

(氏名及び生年月日)

年  月 日

(住所 )

(職名 ) (負傷又は発病の年月日)

年  月 日

2
傷病等級又は

障 害 等 級

□傷病等級 (第 級 号)

□障害等級 (第 級 号)

3 年金証書の
番   号

第 号

4 介護を要する状態の常時又は随時の別
□常時介護を要する状態

□随時介護を要する状態

5

請
求
金
額
等

請求対象年月
介護費用を支出せずに

介護を受けた日の有無

介護費用として

支 出 し た 額
請 求  月 額

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

年 月 日 画 ある 国 ない 円 円

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

介護補償請求金額 (請求月額の合計) 円

6
介 護 を 受
け た 場 所

□居宅 □病院・施設等 (名称 :       )
入院・入所期間 ( 年 月 日～

I年 月 日)

7

介護

に従

事し

た者

氏 名
関係者 との

続柄又は関係
請
'求 者 が 介 護 を 受 け た 期 間

年  月  日～   年  月  日

年  月  日～   年  月  日

年  月  日～   年  月  日

8 口座 振 替
希望の場合

振  込  先
金 融機 関名

銀行  支店
※受  理 年 月 日

※決  定 年 月 日

回 普通預金 □ 当座誤金 ※通  知 年 月 日

口 座 番 号 ※支  払 年 月 日

預金 名 義 者 ※決定年額 円
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〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″FΠを記入するこ

と。

? 「5 請求金額等」の欄の「請求対象年月」、「介護費用を支出せずに介護を受け
た日の有無」、「介護費用として支出した額」、「請求月額」の項には、一の月ごとに

記入すること。なお、当該欄が不足する場合には、別葉にしても差し支えないことD

3 「7 介護に従事した者」の欄には、介護費用を支出せずに介護を受けた日があ

る場合に当該介護を行った者にういて記入すること。なお、当該欄が不足する場合

には、別薬にしても差し支えないこと。

4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。
(1)障 害を有することに伴う日常生活の状態に関する医師又は歯科医師の診断書

(ただし、第 2回 目以後(2)請求において介護を要する状態の常時又は随時の別に

変更がない場合には、省略することができるものであること。)

(2)介 護補償を受けようとする期間における介護の事実並びに当該介護に従事し

た者の氏名及び請求者との続柄又は関係を記載した書類 (ただし、第 2回 目以後

の請求において一の月に介護費用を支出せず介護を受けた日があり当該介護を行

う者が前回の請求における介護費用請求書に記載された者と変更がない場合で、

当該月に係る介護補償の請求月額が58,750円 (随時介護を要する状態にあるとき

は29,380円)である月があるときには、その月に係る当該書類の添付を省略する

ことができるものであること。)

(3)介護費用を支出して倉護を受けた日がある場合にあつては、当該介護を受け
た年月日及び時間並びに当該介護費用として一の月に支出した額を証明すること

ができる書類 (ただし、第 2回 日以後の請求において■の月に介護費用を支出せ

ず介護を受けた日がある場合でヽ当該月に係る介護補償の請求金額が58,750円

(随時介護を要する状態にあるときは29,380円)である月があるときには、その

月に係る当該書類の添付を省略することができるものであること。)
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様式第 10号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害遺族補償年金請求書

※
号第

号写第
請求年月 日 年  月  日

長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償年金を請求します。 氏    名___……………
死亡職員との続促 .i__………

請求者 (代表者)の
住 所

(住所)
月   日

(氏名及び生年月日)
年

月   日
(死亡年月日)

年
(職名 )

被保険者証書
等の記号番号厚生年金保険等の適用

1'死亡職員に
関する事項

口  「 の被保険者であった。
□被保険者でなかった。

田踏見写街二た子房沓握年
者留充積位者の所在不明2 請求の事由

住   所 死亡職員 との 続 柄 備   考氏   名 生 年 月 日
び
年
る

及
償
け

者
補
受

求
族
を

請
遺
金

きでが
族
と
遺
こ
る

3

備   考生 年 月 日 住
i  
所
死亡職員と
の 続 柄氏    名

4 既に遺族補
償年金を受
けている者

哩∵儲
1

(請求者の数 )
(倍数)

円 X × 円

通 常 の 場 合

円

5 遺族補償年
金請求年額
の計算

支給額が調整される場合

円
が 1 又求者

表者 し ヤ

円
(5の請求年額)(請求者の数)

円×   =

6 遺族補償年
金請求年額

代表者を選任した場合

7 添付する書類その他の資料名
※受 理 年  月  日
※決 定 年  月  日

振込先金融
機 関 名

※通 ―  知 年  月  日□普通預金 □当座預金
年  月※支給開始年月口座 番 号

希替
合
振
場
座
の
日
望
8

預金名義者 □請求者が 1人の場
合又は代表者を選
任しない場合
□代表者を選任した
場合

円

※決 定 金 額
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〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F「を記入するこ
と。 ,

2 「1 死亡職員に関する事項」の欄中「(職員 )」 には、「○○○学校学校医」等
と記入すること。

3 「3 請求者及び遺族補償年金を受けることができる遺族」の欄の備考には、そ
の者が請求者であるときは⑬(その者が代表者であるときは①、その者が障害等級

第 7級以上の障害の状態にあるときは⑬、また、その者が請求者と生計を同じくし

ているときは④と明記すること。

4 「4 既に遺族補償年金を受けている者」の欄には、「2 請求の事由」の欄の

記入が 「職員の死亡」以外の場合に記入すること。

5 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前
に当該職員の死亡について遺族補償年金の支給が行われていたときは、次の (1)、

(3)及び (8)に掲げる書類 lま添付する必要はない。

(1)職 員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及びその
死亡が公務により生じたものであることを証明する書類又はその写し

(2)請 求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族の氏名、本
籍及び死亡職員との続柄に関する市区町村長の発行する証明書 (戸籍の謄本又は

抄本でもよい。)

(3)請 求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が職員の死
亡の当時その収入によって生計を維持していた事実を認めることのできる書類

(4)請 求者が、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関係と
同様の事情にあづた者であるときは、その事実を認めることのできる書類

(5)請 求者が妻 1人で、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災
害補償の基準を定める攻令 (昭和32年政令第283号。以下「令」という。)第 8条

第 1項第 4号に定める障害の状態にあるとき (55歳以上の場合を除く。)は、そ

の者が職員の死亡の時以後当該障害の状態にあったこと及び当該障害の状態が生

じ、又はその事情がなくなった時を証明する医師の診断書その他の書類

(6)請 求者 (前号に該当する者を除く。)又は請求者以外の遺族補償年金を受け
ることができる遺族が令第 8条第 1項第 4号に定める障害の状態にある者である

ときは、その者が職員の死亡の当時から引き続きその障害の状態にあることを証

明する医師の診断書その他の書類

(7)請 求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が請求者と生計を同じ
くしていると:き は、その事実を認めることのできる書類

(8)災害が第二者の行為によつて生じたものであるときは、その事実、第二者の
氏名及び住所 (第二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を記載した

書類
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6

(9)請求者が 2人以上ある場合で代表者を選任したときは、代表者以外の請求者

の同意書等その者が代表者であることを認めることができる書類。また、代表者

を選任しないときは、その理由を記載した書類          :
この請求書を提出するとき、既に当該遺族補償年金と同一の事由によつて次に掲

げる年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年

金証書の記号番号及び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、

この請求書に係る遺族補償年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けること

となった場合には、速やかにその旨を書類で報告すること。

(1):厚生年金保険法の規定による遺族厚生年金

(2)国民年企法の規定による遺族基礎年金 (国民年金法等の~部を改正する法律

(昭和60年法律第34号。以下「昭和60年法律第34号」という。)附則第28条第 1

項の規定による遺族基礎年金並びに国家公務員共済紅合法、地方公務員等共済組

合法、私立学校教職員共済法及び厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組

合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

(平成13年法律第101号)附則第 2、条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の規

定による遺族共済年金の事由と同一の事由により支給される遺族基礎年金を除

く。)又は国民年金法の規定による寡婦年金

(3)昭和60年法律第34号第 5条の規定による改定前の船員保Π父法の規定による卓

族年金

(4)贈和60年法律第,4号第 3条の規定による改定前の厚生年金保険法の規定によ

る遺族年金

(5)昭和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による母

子年金、準母子年金、,遺児年金又は寡婦年金
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様式第H号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害遺族補償一時金請求書 認定番号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償一時金を請求します。

請求年月日    年  月  日

請求者の住所_i……………
氏    名
死亡職員との

統柄又は関係

1 死亡職員
に関する
事項

(氏名及び生年月日)

年  月  日
(住所)

(職名 ) (死亡年月日)

年  月 日

2

退

族

補

償

時

金

請

求

金

額

の

計

算

受 給 権 者

の 氏 名 生 年 月 日
死亡職員と
の続柄又は
関   係 哩礎儲←押(雰密ヨ擦ξ露念|

円)

円

( 円 X

×

1

(受給権者の数)=

遺族補償年

金が支給さ

れ て い た

場   合

年金の受給権者で

あった者の氏名
年 金 証 書 番 号 支給された年金額の合計

第 号 円

第 号 円

第 号 円

第 号

遺族補 償年金前払 一時金
が 支 給 され て い た 場 合

年 金 証 書 番 号
支給された前払一時金の
額

第 号 円

3 遺族補償一時金請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 口座振替希

望の場合

振  込  先
金 融機 関名

銀行 支店
※受  理 年 月 日

※決  定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 年 月 日

日 座 番 号 ※支  払 年 月 日

預金名 義者 ※決定金額 円
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[注意事項]  ′

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F「を記入するこ

と。

2 「1 死亡職員に関する事項」の欄中「(職名)」 には、「○〇〇学校学校医」等
と記入すること。

3 1「 2 遺族補償一時金請求金額の計算」の欄中「受給権者の氏名」には、すべて
の受給権者について記入すること。また、同欄中「遺族補償年金が支給されていた

場合」には、この請求書の提出前に当該補償の事由
サとなった職員σ)死亡に係る遺族

補償年金の支給が行われていた場合にのみ記入すること。    1,
4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前

に、当該職員の死亡について遺族補償年金の支給が行われていたときは、次の(1)

及び(8)に掲げる書類は添付する必要はない。

(1)職員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及びその

死亡が公務により生じたものであることを証明する書類又はその写し

(2)請求者の氏名、本籍及び死亡職員との続柄又は関係に関する市区町村長の発

行する証明書 (戸籍の謄本又は抄本でもよい。)              |

(3)請求者が、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関係と

同様の事情にあらた者であるときは、その事実を認めることのできる書類

(4)職員の死亡に係る遺族補償年金を受けることができる遺族がなく、かつ、請

求者に先順位者がないことを証明する書類      !

(5)請本者が死亡職員の収入によって生計を維持していた子、父母、孫(祖父母

及び兄弟姉妹であるときは、職員の死亡の当時その収入によつて生計を維持して

いた事実を認めることのできる書類

(6)請求者が酉己偶者、死亡職員の収入によつて生計を維持していた子、父母、孫、

祖父母及び兄弟姉妹以外の者で、主として死亡職員の収入によつて生計を維持し

ていたものであるときは、職員の死亡の当時主としてその収入によつて生計を雅

持していた事実を認めることのできる書類                |

(7)請求者が、死亡職員の遺言又は長浜市教育委員会に対する予告により特に指

定された者であるときは、これを証日月する書類

(8)災害が第二者の行為によつて生じたものであるときは、その事実、第二者の

氏名及び住所 (第二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を記載した

書類
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※
第 号

第 号
定
号

認
番

請求年月日  年  月  日長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償年金前払一時金を請求しま

す

請求者 (代表者)の
住   F)〒 _1_____二
氏   名。____―――r_……
死亡職員との続柄

1 請求者 (代表者)が選
択する遺族補償年金前

払一時金の額

□1,200信
□1,000倍
□ 800倍
□ 600倍
□ 400倍
同  2004等

補償基礎額の に相当する金額

2 遺族補償年金前払一時
金の請求額

(補償基礎額)(信数 )

円X  X
1

(請求者の教 ) 円

3 遺族補償年金前払一時
金の請求額の合計額

(2の請求額)(請求者の数 )
 ́ 円×      = 円

，つ
∠
０

行
係

出

間で の

4 一時

の

月
月 /刀` から

月分まで

年

　

年
円

遺族補償年金の支給決
定に関する通知を受け
た年月日    '

5
年  月  日

′
※受  理 年  月  日振込先金

融機関名
銀行  支店

※決  定 年  月  日
□ 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 年  月  日
口座番号 ※支  払 年  月  日6 口座振替希

望の場合

預  金
名 義 者

定

額

※

決

金

回請求者が 1人の場合又は代表
者を選任しない場合
□代表をを選任した場合

円

様′式第12号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害遺族補償年金前払一時金請求

書

[注意事項]

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に多下「を記入するこ
と。

2 「4 遺族補償年金前払一時金の申出を行つた月までの期間に係る遺族補償年金
の額の合計額」及び「5 遺族補償年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」
の欄には、遺族補償年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないことと

3 この請求書には、請求者が 2人以上である場合で代表者を選任したときは、代表
者以外の請求者の同意書等その者が代表者であることを認めることができる書類、

また、代表者を選任 しないときは、その理由を記載した書類を添付すること。
一

【
一
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様式第13号 (第 4条関係 )

学校医等公務災害葬祭補償請求書 認定番号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の葬祭補償を請求します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住所_____―二‐
氏   ′ 名_____……
死亡職員との

続柄又は関係___ェ___

1 死亡職員に

関する事項

(氏名及び生年月日)

年  月  日

(住所)

(職名 ) (死亡年月 日)

年  月 日

2 葬祭補償請求金額の計算

(1) (補償基礎額)

円十     円X39= 円

(2) (補償基礎額)
円×60= 円

(3)(1)(2)の うち高い方の金額 □(1)
｀
□(2)

3 葬祭補償請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 口座振替希望

の場合

振 込 先
金融機関名

銀行 支店
※受   理 年 月 日

※決   定 年 月 日

□普通預金 □当座預金 ※通    知 年 月 日

口座 番 号 ※支   払 年 月 ロ

預金名義者 ※決 定 金 額 円 !

[注意事項]

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″〔口を記入するこ

と。                                            .
2 「1 死亡職員に関する事項」の欄中「(職名)」 に|ま、「OOO学校学校医」等

と記入すること。
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附 則
この規則は、 令和 3年 4月 1日 から施行する。
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長浜市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する鋼 〒規則の一部

改正 新旧対照表

新 十日

様式第 3号 (第 4条関係)

1号紙

学校医等公務災害療養補償請求書

〔注意事項〕

1 .ヨ肯求者は、※印のlF月には記入しないこと。また、該当サ
‐
る□に″印を記入するこ

と。

2 f(補1甘費月尋の受領委任)Jの l開には、診療に当たつた医師若しくは医療機関等又

ほ調剤に当たつた楽刑師若しくは薬局に補償費用の受額を委任 しようとする場合に

のみ記載し、その他の場合には記入しないこと。

3  '3(職名)Jの欄には、「OOO学 校学校医J等 と記入すること。

4  f7 看,空料」及び「8 移送費」については、費用の領収書又はこれに代わる

,l■明書及び明細書を添付すること。

5 「9 _ヒ記以外の療養費JのれEには、入院料に食事料を含まない場合の食事料及

び医療に必要な治療材料等の名称、数量及び費用を記入し、その領収書及び明細書

を添付すること。

6 2号 紙又は 3号紙の記入に代えて、同様事項を記入 した医師、薬斉II師又は柔道整

復師の証明書を添付 してもよい。

長浜市教育委員会 様

下記の療養補償を請求します

第 号

第 回

講末年月日 年  月  日

望塚鶏異峯そ綴奮録違補償の期あ蔓領生___二 __二 __二 Jこ
委任 します。                氏    名__十 一―― ~~~

(委任に基づく支払ヨ脅求)
上記委任に基づき、この請求書による療養補償の費用の支払を請求します。

支払請求者の住所
氏   ″H_________

t (氏 名及び生年月日)
午 月   日

2 (住 所 )

3 (職名) 4 (負傷又は発病年月日)
年  月 Π

5診 療 費 内訳は「13 医師の証明」欄記載のとおり 円

6調 測 7々 内訳は「14 薬剤師の証明」欄記:脱のとおり 円

7看 護 料
日

日間 円

8移 送 費

(交通費)      日
から までキロメー トル ロ

キ道
上復

回 円

lそ の他の移送費) 円

9 上記以外の
斎番響

円

10 療養補償請求金額 (5～ 9の合計額) 円

11 添付する書類その他の資料名

12 日座振誉希

望の場合

振  込   先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年 月 日

※決t   定 年 月 日

□ 普通預金 B 当座預金 ※通   知 年 月 日

口 座 番 号 ※支   払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※決 定 金 額 円

様式第3号 (第 4条関係)

1号紙

学校医等公務災害療養補償請求書

〔注意事項〕

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。■た、該当する□に ″印を記入するこ

と。                               、

2 「(補償費用の受傾委任 )」 の州用には、診療に当たつた医師若 しくは医療機関等又

は調剤に当たつた郵ζ剤師若 しくは薬局に補償費用の受領を委任 しようとする場合に

のみ記載し、その他の場合には記入しないこと。

3 「3(職名)Jの l'河には、「OOO学 校学校医」等と記入すること。

4 「7 看護料j及び「8 移送費」にっぃては、費用の領収書又はこれに代わる

証明書及び明細書を辛Fヽ付すること。

5 「つ 上記以外の療養費Jの ll珂には、人院料に食事料を含まない場合の食事料及

び医療に必要な治療材料等の名称、数盈及び費用を記入 し、そ
あ領収書及び明細書

を添付すること。

6 2号 紙又は 3号紙の記入に代えて、同様事項を記入した医打F、 薬剤師又は柔道整

復師の証明書を添付してもよい。

長浜市毅育委員会 様

下記の療養補償を請求します。

第 号

第 回

請求年月日 年  月  日

請求者の住所_
氏    お_

埜啓e鉾 雲 写
奮
:埋
補償ゅ基用の受領生

下
~~荘 十 ~二

面
に

(歪

籍纂建だ建碁娑帝査ム請李書に
よる療
菱燃纂梁審据窪癖

払々 ,“青求ャます。

氏   名____十 一 ~~⊇

(氏名及び生年月日)
年 月   日

2 (住 所 )

3 (賊 名) 4 (負傷又は発病年月日)
年  月 日

5診 療 費 内訳は「13 医師の証明」.欄記載のとお り 円

61開 剤 費 内訳は「14 薬剤前iの証明」lal記載のとおり 円

7看 護 料
□看護師
口付添婦

年
年

月

月

日から
日まで

日間 円

8移 送 費

(交通費)
から まで

口 片適
キロメー トル ロ 往復 回 円

(その他の移送ユ↓) 円

9 上記以外の

療養費
円

10 療養補償請求金額 (5～ 9の合計額) 円

H 添付する書類その他の資料名

12 日座振替希

望の場合

振   込   先
金 融 事雛 関 名

銀行 支店
※受   竪 年 月 日

※決L  定 年 月 日

回 普通預金 □ 当座顔金 ※通   知 年 月 日

日 座 番 号 ※支   払 年 月 日

顔 金 名 義 者 ※決 定 金 額 円
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※ 13 医師の
“
l■明 (患者氏名 )

療

関

診

期

力再ら

まで

年

年
傷

病
　
名

ア
　
　
イ
　
　
ウ

診

療

開

始

日

ア 年 月 日

イ 年 月 日

ウ 年 月 日

療

教
診
実日 日

初診 時間外・体日・深夜 回 点
再

　

診

回
回

回

回
診聰醐蝉

再
内

時

休

傷
病

の
経
過

指導 回 年  月  日格
　
帰 お 癒 継 続 転 医 中 止 死 亡

診

　

　

察

　

　

料

往

　

診

回

回

回

普  通
夜  閲
深夜・暴風雨雪・難路 摘 要

投

　

薬

　

料

釉
鵜
諭

靴
回
靴
回
靴
回

服

　

服

　

用

内
　
都
頓

　

外

注
　
射
　
料

回

回

回

皮下筋肉内

静 島「R 内

そ の 他

処
　
置
　
料

(処置名・回数等) 回

回

回薬 却|

手
術

・
麻
酔
料

回

回

回

(手術名 ,回数等)

薬 剤

2号紙

検

査
　
料

(検査名・回数等) 回

回

回薬 剤

レ
ン
ト
ゲ

ン
連

(イ史用フィルム・回獅(等 )

回

国

回

そ
の
他

(治 )ヌ(名・回数等)

入

院

人鵡 日 年  月  日

病

　

　

院

基

食
一普

食

看
特

２
一争
特
１

郷観点ｘｘｘ翔

本

・　
　
　
　
　
医

纏鰯料ナ′館蝋崚棚

給食

日

日

日

間

間
間

間
　

間
　

間
間

内

”
内
　

内

以
超

以

”
以

問

問

月
超

月
超

週

週

１
月

３
月

診

　

療

　

所

基

・
寝

・
衣

看

上
看

生
看

３
その他

診療辛風酬点欽表により計算できるもの
合 計黒鉱  1点 早位

円

診療報酬点数表により計算できないもの
診断蕃料・入院室料
業額等 円

診療王筆請求合計額 円

上記の事項は、事実と相連ないことを証明 します。

年  月  日

所 在 地

蓼際壽粛 書師氏な
(署名叉は記名

“

「印 )

2孝紙

検

査
　
料

(検査名・回数等) 回

回

回

※ 13 医師の証明 (患者氏名 )

療

閥

診

期

ら

で

か

ま

月

月

年

年
傷
　
病
　
名

ア
　
　
イ
　
　
ウ

診

療

開

始

日

ア 年 月 日

イ 年 月 日

ウ 年 月 日

診 療
実日教 日

初診 時間外・休日・深夜 回 点
再
　

　

診

回

回

回

国
閲時

休
外
深夜

再   診
内 科 再 診

傷
病

の
経
過

指導 回 年  月  日転

　

帰 治 癒 継 続 市ュ、医 中 止 死 亡

診

　

　

察

　

　

料

往

　

診

普  通       回

夜  間       回

深夜・暴風雨雪・難路  回 摘 要

投

　

薬

　

料

靴
回
難
回
軸
回

靴

推

靴

薬

調

薬

調

薬

調

輔
　
れ醜
　
郷

注
　
射
　
料

回

回

回

皮下筋肉内

静 脈  内

そ の 他

処
　
置
　
料

回

回

回

(処置名 ,回数等 )

薬 剤

キ
術

・
麻
酔
料

(手術名・回数等)

薬 斉II

レ
ン
ト
ゲ
ン
料
一
そ
の
他

(使用フィルム・回数等)

回

口

人

院

入 E i年月日 年  月  日

病

　

　

院

丞

食
一普

食

看
特
２
一看
特

Ｉ

入院基本診療料
(室料・看護料・

料)  点
食有  X
食無  X
特食  X
入院時医学管アl料
2週間以内 X
2通岡超～

給食

日間
日間
日間

日間

1月 以内 X日 間
二月超～
3月 以内 X日 間
3月 超   X日 間

診

　

療

　

所

基

・
寝

・
衣

看

上

看

生
看

３

その他

診療報酬点数表により計算できるもの
合計点数  1点単位

円

診療報酬点数表により計算できないもの
診
'り

f評科
差額等

入匠軍科
円

診療多学請求合計額 円

上記の事項は、事実と相違ないことを誰明します。

年  月  日

所 在 地

参犠奇厭
 脅任氏密 印

督
脚
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新 1日

3号紙

※ 14 薬剤師の証 F)] (忠者氏名 )

処方せん
争
交付 した病院卜

は診療

Tの 質

在

師 氏

地

称

名

調 剤 期 間
年

年

月

月

日から

日まで
日間 調剤実口数  日

調剤費の内訳

金額 (円 )

処方月 日 調剤月 日 却1型 処 方
調   剤
数   量

薬 剤
価 格

調 剤

手数料

月  日 月  日 円 円

脚一坤
日

日

月  日
月  日

日

日

月  日
｀
月  日

日

日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日
月  日 日

月  日 月  日

調剤贄Iの合計 円

上記の事項は、事実と相逮ないことを証明します。

年  月  日
所 在 lL

薬局の 名  
‐ 称

薬剤師氏名

(署名スは記名仲印〕

3号紙

※14 薬剤則Fの証明 (忠者氏名 )

処
々
せんを交付した病院又は診

T所
の

 質 師 こ 雰

調 剤 期 間

年

年

月

月

ロカ】ら

日まで
百聞 調剤実日数  日

調剤費の内訳

金額 (円 )

処方月 日 調剤月日 剤型 処  方
調
数

剤

盈
薬 剤
価 格

調 剤
手数料

月  日 月  日 円 円

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日
月  日
月  日 日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

月  日 月  日

調剤費のィ 円

上記の事項は、事実と相違ないことを証明します

年  月  日

薬戸あ
 4ili氏を O
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新 I日

様式第4号 (第 4条関係)

認定積号   窮

討求回数   第

長浜市嵌含委員会 様

下記の体来補償を請求します

.'膏オヽ年月ロ

5 厚生午セ逆保険 l法
等の適用

□ __の 鞍保険士であ

L」 機保隙者ではない。

綾保務黛者証奮等の記号括 ;

6 ,,求 日望( のうち  ロ

災密発生H10月の動労収

^総類 (臨時収入を除く。)

災 書 発 生 後 誘 求 瞬 数 げ J‖ 内 の Jitナ 収 入 4と 額

全 部 休 業 口数 に係 る分 一 AF】 休 来 口数 に 1子 る分

8 鋤務先筆

9 
績ぉ脳藤耐
来全

の よ料 金

切労収入が

な い 場 合
伸僚翻 僧蓑)

口Xttn―

弱

"収
人が

あ る 場 合
鱒鯛 僧翔 倫雰絞美恩紺線封

n×   日×ギ静   円

― 郎 l本 葉 の
'昴

合 tttut尊‖
(

僧到 儡雰綺美患嶺
齢
引

FI X     日―       日)X再箸子・   阿

10 休来補償講求4,額

tJ「

R鑢中 日霞虐 ヨ中Iと

,,求 日数のうちF口 療`のため勤務すること
ができなかったと認められる口数)

(勤務することができなかつたと認められる里 lれ )

上記のとお
そ
であ
身
こと
言
。1:明しまi

所 在 地

霰髪欝伝 名  称

(V名 又は記名,1印 )

学校医等公務災書体業補償請求善 マ

〔注意事項〕                           ―

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に 卿́を記入するこ

と。

2 f3(職 名)」 のlttlには、fOOO学校学校医」等と記入すること。
3 「7 収入Jの襴のす)J労収入にはt白 営業による収入及び会社の届i岡等役員とし
ての収入等を合み、百11当所得、家賃収人等の資産を基礎として生じた収入は含まな

4 「8 堂t務先等」のlttlには、勤労収入を得ている場合に記入するものとし、鋤務
先名、役爾路等を記入すること。

5 「※ II ttPlれ の証明Jの l,河には、人院中の場合のように、既に療養補111請求書等
によつて療養のため勤務できないことが明らかに認められるときは、この討求善に

おいて重ねて医師のコ正明を求めて、記入する必要はない。       i
6 この請求書を提出するとき、既に当該休養補償と同一の事由によつて次に掲げる

年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金耳正

書の記号番号及し`Pナ「轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、こ

の請求書に係る休業補償の支給決定後に次に掲げる年金の支給を受けることとなっ

た場合には、速やかにその旨を書類で報告すること。

(1)厚 生年金保険法 (昭和29年平去律第HS号)の規定による障害厚生年金

(2)国 民年を平ナ.(昭和34年法律第141号)の規定による障害基礎年金 (同Υ去第30条
の4の規定による障害基r益年金並びに国家公務員共済組合法 (昭和33年法律第12

8号)、 地方公務員等共済

“

ユ合法 (昭和87年法律第152号 )、 私立学校教耳駐員共済法

(昭和28年法律第245す)及び厚生年金保険制度及び農林豫業団体職員共済組合制

度の統合を図るための農林漁業団f本耳駐員共済ヤ』合法等を廃止する等の法律 (平成

13年法律第101号 )附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林漁柴団体職員共済組

合法 (昭和33年法律第99号)の規定による障害共済年金の事由と同―の事由によ

り支給される障害基礎年命を除く。)

(3)国 民年金法等の一部を改呼する法律 (昭和60年法律第34号:以下「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険法 (ag和 14年法律第

73号)の規定による障害年金

(4)昭 不l略0年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定によ

る障害年金

(5)昭 和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金

様式第4号 (第 4条関係)

学校医等公務災害休巣補償請求書

〔注意 Ji r項〕

1 請求者は、※印のl岡には記入 しないこと。また、該当する国に″即を記入するこ

とぅ

2 f31好ぼ
`名

)Jの欄には、「OOO学 校学校医」等と記入すること。
3 「7 収入Jの悩の動労収入には、白営業による収入及び会社の顧間等役員とし

ての収入等を含み、配当所得、家賃収入等の資産を基礎として生した収入は含まな

4 「8 歯IJ務先等Jの欄には、勤労収入を得ている場合に記入するものとし、す)J務

先名、役耳財.等を記入すること。      ｀

5 「※■ 医師のヨlこ明」のl側には、入院中の場合のように、既に療養有‖償討求書等

によつて療養のため勤務できないことが明ら力Wこ認められるときは、この請求群に

おいて重ねて医師の証明を求めて、nコし入する必要はない。

6 この請求書を提出するとき、既に当該休養補償と同一の事由によつて次に掲げる

年金の給付を受けている場合には、その年金の君i類、年額、支給開始年月、年金証

書の記号番号及び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、こ

の請求奉に係る体染補償の文給決定後に次に掲げる年金の文給を受けることとなっ

た場合には、速やかにその旨を書類でや風告すること。

(1)厚 生年往保険法 (昭和29年法律第115号 )の規定による障害厚生年金

(2)国 民午金法 (昭和34午法律第141号 )の規定による障害基礎年金 (同法第30条

の 4の規定による障害基1造年企並びに国家公務員共済組合法 (昭 和33年法律第 12

8口,)、 地方公務員等共済組合辛士 (昭和37年法律第152号 )、 私立学校教職員共済法

(昭和28年法律第245号 )及び厚生年金保険制度及び農林漁業団体イ脱員共済組合制

度の統合を図るための農林漁業団l●I機員共済組合法等を廃止する等の法律 (平成

13年法律第101号 )附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林漁;終団体耳散員共済率■

合法 (昭和33年法律第99号)の規定による障害共済年金の事山と同一の事由によ

り支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国 民午金法等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34号。以 下「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険法 (昭和11年法律第

73号)の規定による障害年金

(4)1昭和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年全保険法の規定によ

る障害年金                            .

(5)昭 和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金

認定活;   第

言脅求回数   第

長浜市敦奮委員会 報

下。Eの体来れF償を,す脅求します

4 (負 傷Xは舞窮年月爵)

5 r占
悪絆保揆l′ =

□   の被保険をであ 綾保険者証奮等の記 fナ掻, 所 軽 社会 保 ,交 工務 所 得

6 請求口数

災害売上Wa月 の働ガ収入
総額 (壇略収入をL侯 く。)

災 奮 発 生 後 。】脅求 口数 け 問 内 の 働 労 収 入 総 額

全 部休 美 口打.に 係 る 分 一部休葬:口 数に係 る分

8 蛍し務先筆

9 体来補償訥求企
額の計算

全。ll体 来

の 4合

ぬ」労収入が 僻嘲 僧剣
日X器円■

あ る,合
憾嘲 僧封 愉雰絞美患騒縣司

BX器 ―   円=

椰 体 来 め 場 合 鱒爛
(

僧翔 儀雰絞美患騒
酪
付

ロー   ,1,X器 ‐

10 休来精償。・脅求往額

紫
Ｈ
医

師

の

証

例

そF メ
'  
回

R迫蔭lⅢ  〓矮〔亡 己中止

上記のとお
準
であ
Л
ること
富
証明します。

τ際許殊 覆澪箕芳
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様式第 5号 (第 4条関係)

挙攀窪晋 第 け

認

番 号
第 号

長浜市教育委員会 様

下記の傷病補償年金を,・青求します。

請求年月日 年  月  日

請求者の住所

氏    名

(氏名及び生年月日)

年 テl   日
2 (住 所 )

3 (イ脱名 ) 4 (魚傷又は発病年月日)
年  月  ロ

5 (傷 病等級 )
第  級第  号

6 (傷病等級該当年月日)

年  月 日

7 (傷病の名称、部位及びその状態)

8 (既存障害の部位及びその程度)

9 (日 常生活の状態)

10 厚生年金保
険法等の適

用

□____の 被保険者である。

日被保険者ではない。

被保
′
父者証書

等の記号番号
所轄社会保険
1「 務 所 等

傷病補償年
金請求年額
の計算

通 常 の 場 合
ヌ乍栓補償基礎額)(倍数l

円円 X

支給額が制限される

等  の  場  合
円

12 傷病補償年金請求金額 円

13 添付する書類その他の資料名

14 田座振誉希

望の場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年 月 口

※決   定 年 月 日

□ 普通預企 □ 当座預金 ※通   知 年 月 日

口 座 番 号 ※支 給 開 始 FF 月

預 金 名 義 者 ※決 定 イ

=額
円

学校医等公務災害傷病補償年金請求書

〔注意事項〕

k 請求者は、※印のlμlに は記入しないこと。また、該当する□に″F甲を記入するこ

と。

2 '3(好俄名)」 の欄には、「OOO学 校学校医J等と記入すること。

3 「7(傷病の名称、部位及びその状態)Jの棚の記入事項が添付する診断書の記l岐

事項と同じであるときは、「診断書のとおり」と記⌒すること。

4 この,脅求書には、傷病等級の決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資料を

添付すること。

5 この請求書を提出する場合に、既に当該傷病補償午金とl″ l―の事由によつて次に

掲げる年金の給付を受けているときは、その午金の種類、年額、文給開始年月、年

金「正書の記号番号及び所轄社会
保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、

この請求きに係る傷病補償年金の支給決
主定後に次に掲げる年金の給付を受けること

となった場合には、速やかにその旨を書類で報告すoこ と。

(1)厚 生年金保険法の規定による障害厚生年金

(2)国 民年金法の規定による障害基礎年金 (同法第30条の 4の規定による障害基

礎午金並びに国家公務員共済縦合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教イ覧員

共済ユ去及び厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林l'(業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 (平成13年法律第10t号 )

附則第 2条第 t項第 2号に規定する旧農林共済法の規定11よ る障害共済年金の事

由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国 民年金法等の一部を改正する法律 (Π召和60年法律第34号。以下「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険法の規定による
`H害

年金

(4)昭 和60塗 F法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年£保険法の規定によ

る障害年金

(5)昭 和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金

様式第 5号 (第 4条関係)

※
筈憲腎秀 号

第
定

号
認
番 号

長浜市教育委員会 様

下記の傷病名博償午金を請求します

請求年月日 年  月  日

請求者の住所

氏 名

(氏名及び生年月日)

年  月 日

2 (住 所 )

3 (破名) 4 (負傷又は発病年月日)

年  月 日

5 (傷 病等級 )
第  級第  号

6 (傷病等級該当年月口)

年  月 日

7 (傷病の名称、部位及びその状態)

8 (既存障害の部位及びその程度)

9 (日 常生活の状態)

10 厚生年金保
険法等の適

用

□___二の被保険青である。

□被保険者でヽ ない。

被保険者証書
等の記号番号

所轄社会保険
事 務 所 等

H 傷病補償年
金請求午額
の計算

通 常 の 場 合

支給額が制限される
合等  の  場

円

t2 傷病補償年金 ,‐脅求金額 円

13 添付する書類その他の資料名

14 日座振替希
望の場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年 月 日

※決   定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通   知 年 月 日

日 座 番 号 ※支 給 開 始 年 月

顔 金 名 義 者 ※決 定 年 額 円

学校医等公務災寄傷病補償午金請求書

〔注意事項〕

1 請求者は、※印のl伊周には記入しないこと。また、該当する白に '印
を記入するこ

と。

2 「3(職名 )」 9榔には、「OOO学 校学校医J等 1弔ハすること。

3 「7(傷病の名称、部位及びその状態)」 の欄の記入事項が添付する診断書の記械

事項と同 じであるときは、「診断書のとおり」と記人すること。

4 この請求書には、傷病等級の決定に必要な
「

▲師の診断書その他の書類及び資料を

添付すること。

5 この講求書を提出する場合に、既に当該傷病補償年金と同一の事由によつて次に

掲げる年金の給付を受けているときは、その年金の種類、年額、支給開始年月、年

金証書の記号番号及び所惜社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、

この詰求書に係る傷病補償年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けること

となった場合には、速や力斗こその旨を書類で報告すること。

(1)厚 生年金保険法の規定によ,る障害厚生年金

(2)国 民年金法の規定による障害基イ建年金 (同法第30条の 4の規定による障害基

F施年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員

共済法及び厚生年◆保険制度及び農林漁業国lttI脱員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体耳疵員共済組合ユ去等を廃■する等のY去律 (平成13年法律第
101号 )

附則第 2条第 ll買第 2号に規定する旧農林共済イ去の規定によるll革害共済年金の事

由と同一の事由により支給される障害基礎午金を除く。)

(3)国 民午金イ去等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34乳 以下「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改正前の船員保険イ去の規定による障害

年金

(4)昭 和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定によ

る障害年金

(5)昭和60年平去律第34与第 1条の規定による改正前の国民年企法の規定による障

害年金
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オ薄式第6号 (第 4条聞Ю

※
暮懲腎 第 号

第
定

号

認

番 号

長浜市教育委員会 様

下記の障害補償を請求します。

諦未年月 日 年  月  日

講求者の住所
氏 名

(氏名及び生年月日)

年 月   日
2 (住 所 )

3 (M) 4 (負傷又は発病年月日)

年  月 日

5 (傷病等級)
第 _ 級第  号

6 (治癒年月日)
年  月  日

7 (障 腎の罰
`位
及びその程度

'

8 (既 存障害 の罰
`位

及びその程 度 )

厚生午金
保険等の

適用

□____の 被保険者である。

□被保険者ではない。

所悟社会保険
事 務 所 準

10 障害補償
請求額の

計r算

年金の

場 合

通 常 の 場 合
(年金補 償基礎 額 )(倍数 )

日 X 日

円

一時金
の場合

通 常 の 場 合
(年往補償基礎額)(倍例

円X   = 円

売響
'｀

制 l長 さ
の 場 合 円

H 障害補償講求金額 円

12 添付する書類その他の資料名

13 口座振誉
希望の場

振  込  先
金 融機 桜l名

銀イf 支店
※受   ,と 年  月  日

※決   定 年  ナl 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通   知 年  月  日

日 座 番 号
※
‘
:給 開 始

年  月

預 金 名 義 者 年  月  日

※決 定 金 額 円

学校医等公務災害障害補償 (年金・一時金)請求春

〔注意事項〕

I 請求子は、※印の欄には記入 しないこと。また、該普する日に ″Fpを 記入するこ

と。

2 「3(職名)J?l,lには、「OOO学校学校医」等と記入するこ|。
3 「7(障害の部位及びその程度 )」 の襴の記入事項が添付する診断書の記載事項と
同じであるときは、「診断書のとおり」と記入することも

4 「8(既存障害の部位及びその程度)Jの綱には、新たに既存の障害の程度を加重
した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給された場合に

・は、その該当等級を明記,~る こと。

5 「9 厚生年金保除法等の適用」の欄には、障害柿禎年金を受けようとする者に
ついて記入すること。

6 この,“肯求壽には、と口
A森の時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書そ

の他の書類及び資料を添付すること。

7 この請求書を提出するとき、既に当該障害袖・償年金と同一の事由によつて次に掲
げる年金ゅ給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年

金証書の記号番号及び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付することとまた、

この請求書に係る障害補償年金の支給決定後に次に掲げる年企の給付を受けること

となうた場合には、速や力ヽ こその旨を書券1で IR告すること。

(1)厚生年金保険法の規定による障害厚生年金
(2)国 民4,金法の規定による障害基礎年金 (同法第30条の 4の規定による障害基
礎午金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員

共済法及び厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 (平成13年法律第101号 )

附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の規定による障害共済年金の事

由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。)

(3)国 民年金γ去等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34号ち以下「昭和60年

法律第34号Jと いう。)第 5条の規定による改正前の船員保険法の規定による障害

年金

(4)昭 和60年法律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年往保険法の規定によ
る障害年金

(5)昭和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障
害年往

様式第6号 (第 4条関係)

学校医等公務災害障害補償 (年金 .一時企)請求書

〔注意事項〕

1 講求者は、※印の欄には記入 しないこと。また、該当する日に ″日]′と′記入するこ

と。

2 「3(耳‖
`名

)Jの相には、「000学 校学校医」等と記入すること。
3 「7(障害の苗難工及びその程度)Jの襴の記入事項が添付する診断 .すの記載事項と

同じであるときは、「診断書のとおりJと記入すること。

4 「8(既存障害の部位及びその程度)」 のイ‖lには、新たに既存の障害の程度を加重
した場合に誌入するものとし、特に既存障害について障善綸償を支給された場合に

は、その該当等級を明記すること。

5 「9 厚生年金保険法等の適用」の1鶴には、障害補償年金を受けようとする者に
ついて記入すること。

6 この請求書には、治癒の時期の次L定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書そ
のイとの.4類及び資料を添付すること。

7 この請求書を提出するとき、既に当該障害補償年金と同一の事由によつて次に掲

げる年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、文給開始年ナl、 年

金証書の記号番号及び所裕社会保険事務所等を記i俄 した書類を添付すること。また、

この請求書に係石障害補償年金の支給決r定後に次に掲ける年金の給付を受けること

となつた場合には、速やかにその旨を書類で報告すること。

(1)厚 生年金保険法の規定による障害厚生年金

(2)国 民年金法の規定による障害基五進年金 (同法第30条の 4の規定による障害基

f健年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等失済組合法、私立学校教耳議員

共済法及び厚生年全保険制度及び農林漁業団体職員失済組合制度の統合を図るた

めの農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 (平成 13年法律第101号 )

附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の規定による「箕害共済年金の事

由と同一の事由により支給される障害基F麓年金を除く。)

(3)国 民年金法等の一部を改正する法律 (昭和60年法律第34号。以 ド「昭和60年

法律第34号」という。)第 5条の規定による改Fこ前の船員保険法の規定による障害

年金

(4)昭 和60年
'去

律第34号第 3条の規定による改正前の厚生年金保険γ去の規定によ

る障害年金

(5)昭 和60年法イ辛第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障

害年金

※
誓窯腎 第 号

認 定
番 号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の障害補償を請求しまi

請求年月日 年  月  日

請求者の住所
氏 名 _■    __ n

(氏名及び生年月日)

年 月   日
2 (住 所 )

3 (耳硯名 ) 4 (負傷又は発病年月日)

年  月 日

5 (傷病等級)
第  級第  号

6 (治万霞年月日)
年  月  日

7 (障 害の部位及びその程度 )

8 (既 存障害の部位及びその程度 )

9 厚生年金
保険等の

適用

□____の 被保険寺である。

□被保険者ではない。

所悟社貧保険
事 務 所 等

10 障害補横
請求額の

計算

年金の

場 合

通 常 の 場 合
(牛金仰 1歩〈丞確観 ,(1音 卿

文給網
れ るイ'ゝ

布Jil長

'の
場

円

一時栓

の場合

通 常 の 場 合
(年金れF債昼籠子81'(1旨鋏 )

円 × 円

円

H 障害補償請求金額    | 円

12 添付する書類その他の資料名

日座振替
希望の場

合

t3

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受   理 年  月 ‐ 日

※決[   定 年  月  日

回 普通預砲 □ 当座預金 ※通   知 年  月  日

日 座 番 号
※
‘
:糸含D同 歩台
:        4>〕 年  月

預 金 名 義 者 年  月  日

※汰̀定 金 額 円

34



新 十日

様式第 7号 (第 4条関係)

第
定

号
認
番

号

長浜市教育委員余 様

下記の障害補イ貰年金差額一時金を請求
しま或

。青求年月日 年  月  日

請求者の住班 _  ___  `
氏    名_    _i
死亡職員 との続柄又は関係 … … ……

死亡職員に

関する事項

(氏名及び生年月 日)

年  月 日

(職名 )

(死亡時の障害等孝及)
第  級第  号

(死 亡年月 日)

年 月   日

(既存障害の部位及びその程度)

2

障
納
輸
麹
穀絲
給
ω静

受 給 権 者 の

氏    名
死亡職景との

続柄又は関係 哩議)ぼき翻懐套

'燃

禁旬
(   円X 円 )

(受給権者の数)= 円

障 害 補 償

「

金 が

支 給 さ れ て い た 場 合

年金言正書番号 支 給 され た年 金 額 の 合 計

第 号 円

障害補償年金前|ム ー時金
が支給 されていた場合

年金証書番号 支給 され た前仏一時金の額

第 号 円

総 計 l:]

3 円

4 添付する書類その他の資料名

5 口座振替希

望の】身合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受  'と 年 月 日

※決  定 年 り1 日

□ 普通預金 □ 当座予員金 ※通  知 年 月 日

口 座 番 号 ※支  払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※ I大と定金額 円

学校

「

と等公務災害障害補償年企差額一時往講求書

〔注意事項〕

1 請求者は、※印のlμlには記入しないこと。また、該当する国に″印を記入するこ

と。

2 「1 死亡耳脱員に関する事項」の欄中「(職名)Jには、「○○○学棟学校医」等と

記入すること。また、同lttl中 「(既存障害の部位及びその程度)Jには、新■に既存

のI▼害の程度を加竜した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補償

を支給された場合は、そのじ/メ́当等級を明記すること。

3 この請求には、次に掲げる書類を添付すること。

(1)障 害補償年金の受給権者の死亡診断書、死体検案菩、検視調書その他当該障

害補償年金の受給権者の死亡の事実を証明する書類又はその写し

(2)請 求者の氏名、本籍及び死亡した障害補償年金の受給権者との統柄又は関係

1こ関する市区町オヽl景あ発行する証口)]書 (戸籍の勝本又は抄本でもよい。)

(3)― 請求者が、障害補償年金の受給権者の死亡の当時その者と生計を同しくして

いた配侶若、子、父母、係、祖父母及び几弟姉妹でわるときは、

'▼

害補償年金の

受給権者の死亡の当時生計を同じくしていた事実を認めることのできる書類

(4)請 求者が、婚l日の届出をしていないが、il章害補償年金の受給権者の死亡の当

時事実上婚姻関係と同様の事情にあつたととは、その事実を認めることめできる

書類

(5)。・脅求オが、配1,I者以外の者であるときはt他に先順位者のないことを証明す

る書類

(6)請 求者が、死亡した障害補償年金の受給権者の遺言又は長浜市教育委員会に

対する予告により特に指定された者であるときは、これを証明する書類

様式第 7号 (第 4条醐

第
定

号
認
番

号

昆浜市教育委員会 様

下Hこの障害補償年金差額一時金を請求

します。

請来年月 日 たF  ナl   日

発転督t鍵歳な轟I=翠

1 死亡職員に
関する事項

(氏名及び生年月日)

年 月   日
(耳I土名 )

(死 亡時の障害等級 )

級第  号第

(死亡年月日)

年  月 日

(既存障害の苗嘘 及びその程度 )

2

略
碓
輸
熱
一Ｈ手締
絵
紳
綿

受 給 権 子 の

氏    名
死亡職員との

統柄又は関係 哩巌)僚き動懐傘ヨ籐繹旬
(   円X 円 )

X(受
給権者の数)= 円

障
支

害 補 償 年 金

給 さ れ て い た 場
が
年金証書番号 支給 され た年金額の合 計

第     号 円

障害補償年金前払 一時金

が 支 給 され て い た 場 合

年企証書番号 支給 され た前十ムー時金の額

第 号 円

総 計 円

3 障害補償年金差額一時金
“
1与求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

罰座振替希
望の場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受  EE 年 月 日

※決  定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 IF 月 日

日 座 畜 号 ※支  払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※汰t定金額 円

学4交医等公務災害障害補tF年金差額―時金請求蕃

〔注意事項〕

1 請求をは、※印の悩には記入しないこと。また、該当する日に
'F口
を導入するこ

と。    '

2 「1 死亡耳Vl員 に関する事項Jの欄中「l職イ.)」 には、「OOO学 校学校医」等と

記入すること。また、「
口llFA中 「(既存障害の lq`位及びその程度)Jには、新たに既存

め障害の程度を加重した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補1・鷺

を支給された場合は、その該当等級を明記すること。

3 この講求には、次に掲げる書類を添付すること。

(1)障 害補償年金つ受給権者の死亡診断書、死体検楽書、検視硼書その他当該障

害補償年金の受給権者の死亡の・「
実を証明する書類又はその写し

(2)請 求者の氏名、本籍及び死亡した障害補償午金の受給権者との続柄又は関係

に関する市区m,卜 1長の発行する証明書 (戸籍の階本又は抄本でもよい。)

(3)請 求者が、障害補償年金の受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくして

いた配偶者、子、父母、孫、
フ
祖父母及び兄弟射妹であるときは、障害補 14ゝ午金の

受給権者の死亡の当時生計を同じくしていた事実有認めることのできる書類

(4)請 求者が、婚姻の届出をしていないが、障害補償年金の受給権者の死亡の当

I寺事実上婿夕因B可係と同様の事情にあつたときは、その事実を認めることのできる

書類

(5)請 求者が、配イl烏者以外の者であるときは、他に先順位者のないことを証明す

る書類

(6)講 求煮が、死亡した障害補tt年金の隻給権者の遺言又は長浜市教育委員会に

対する予告によりTすに指定された者である士きは、これを証明する書類
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新 十日

様式第8号 (第 4条関係)

※
懸憲輩 第 号

認 定

番  号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の障害補償年金前払一時金を請求しま丸

請求年月日  年  月  日

請求者の住所

氏    名 ③

1 (障害等級 )
第  級第  号

2 (既存障害の部位及びその程度)

3 請求者が選択する障安補償年金前払
一時金の額

□障害補償年金前払一軒寺金の限度額
□1,200倍      

｀

□ 1

補償基礎額の目
000倍
800倍
600倍
400倍
200倍

に相普する額

4 障害補償午金前払一時金の請求省負

(■ )限 度寝llを選択した場合    円

(2)限度額以外を選択した場合
(補償基礎額) (倍 数l

円X    = 円

5 暉雷補償年金前ヤた、-1手 /iとの
申出を行つた月までの期間
に係る障害補償年後の額の

合計額

年  月分から

年 月分鞣で
円

6 障害補償年金の支給決定に
関する通知を受けた年月日

年  月  日

7 日座振替希
望の場合

振  込  先
金 融機 関名

銀行 支店
※受    理 年 月 日

※決    定 年 月 日

□ 普通萩金 □ 当座預金 ※適    知 年 月 日

日 座 番 号 ※支    払 年 月 日

預金名義 者 ※決 定 午 額 円

学校医挙公務災害障害補償年金前払一時金請求書

[注意事項]
1 ,ユ育求者は、※印の1開には記入しないこと。また、該当する日に歩仰を記入するこ

と。
2 「2(既存障害の部位及びその程度)Jの l,月には、新たに既存の障害の程度をカロ重
した場合に記入するものとし、特に既存障害について「章害補償を支給された場合は、
その該当等級を明記すること。
3 「5 障害名ll償年金前払一時金の中出を行った月までの期間に係る障害補償午金
の額の合計額J及び「C 障害補償年後の支給決定に関する通知を受けた年月日」
のl側には、障害補償年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。

!

営
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新 十日

様式第9号 (第 4条関係)

認 定 番 号 第 号

講 末 回 数 第 回

長浜市教育委_員会 様

下記の介護名補償を謂求します。

請求年月 日 年  月  日

請求者の住 P,「

氏

1 被災職員に
関する事項

(氏名及び生年月日)

年   月 日

(住所 )

(耳駐名) (負傷又は発病の年月日)

年  月 日

2儒箸弊駁
日傷病等級 (第

□,蹴害等級 (第

級

級

号

号

3 年金証書の
番 号

第 号

4 介,隻を要する状態の常時又は
'色

時の男可
□常時介護を要する状態

□随時介護を要する状態

５
　
請
求
金
額
等

請求対象年月
介護費用を支出せずに

介護を受けた日の有無

介護費用として

支 出 し た と慣
請  求  月 額

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

介護補償F森求往額 (請求月額の合計) 円

6
介

け
護 を 受
た 場 所

□居宅 □病院・施設等 (名称 :

入院 入所期間 ( 年 月 日～
，

年

７
揮
醜
疑
諾

氏 名
関 係 者 との

統柄又は関係
請 求 者 が 介 護 を 受 け た l切 間

年  月  日～   年  月  日

年  月  日～   年  月  日

年  月  日～   年  月  日

8 日 座 振 替
希望の場合

振  込  先
金脳t機 関名

銀行   支店
※受  藤世 年 月 日

※決  定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 年 月 日

口 座 番 号 ※支  払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※決定でF密自 「可

学校医等公務災害介護4常償請求警

〔注意事項〕

1 請求者は、※印のオザ翻には記入しないこと。また、該当
'~る

日に歩fJを記入するこ

と。

2 「5 請求金額等」の襴の「請求紺象年月J、 「介,生費用を支出せずに介,・空を受け

た日の有無J、 「介護費用として支ILlした額」、「請求月額」の項には、一の月ごとに

記入すること。ない、当該欄が不足する場合には、男町葉にしても差し支えないこと。

3 「7 介護に従事した者Jの l口lには、介護費用を支出せずに介護を受けた日があ
る場合に当該介,空を行つた者について記入すること。なお〔当該報が不足する場合

には、別案にしても差し支えないこと。

4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。

(1)障 害を有することに伴う日常生活の状態に関する医l'T又は歯科医師の診断書

(ただし、第 2回 日以後の請求において介護を要する状態の常時又は随時の別に

変更がない場合には、省略することができるものであること。)

(2)介 護帝脩償を受けようとする期間における介,獲の事実並びに当該介護に従事 し

た者の氏名及び請求者との続柄又は関係を記載した書類 (ただし、第 2回 日以後

の請求において―の月に介護費用を支出せず介護を受けた日があり当該介・空を行

う者が前回の請求における介,隻費用講求書に記載された者と変更がない場合で、

当該月に係る介・空補償の請求月額が58,750円 (随時分護を要する状態にあるとき

は29,380円 )である月があるときには、その月に係る当該書類の添付を省路する

ことができるものであること。)

(3)介護費用を支出して介護を受けた日がある場合にあつては、当該介護を受け

た年月日及び時間乾びに当該介護費用 として一の月に支出 した額を証明すること

ができる書類 (ただし、第2回日以後の請求において一の月に介護費用を文中せ

ず介護を受けた日がある場合で、当該月に係る介護名,な.1の請求金額が58,750円 (鱒

時介護を要する状態にあるときは29,380円)である月があるときには、その月に

係る当該書類の添付を省略することができるものであること。) '

様式第 9号 (第 4条関係)

認 定 番 号 第 号

請 求 回 数 第 回

長浜市教育委デ「ミ会 様

下記の介護柿lrtを請求します。

講求年月 日 年  月  日

請求者の住Pり「 _   _ _

氏   名 ___ …… ………⊇

1 被災職員に
関する事項

(氏名及び生年月 日)

、  年  月  日
(住所 )

(耳駐名 ) (負傷又は発病の年月日)

年  月 日

2
傷病等級又は

障 害 等 級

□傷病等級

□障害等級

号

号

級

級

第

第

3 年金証書の
番 号

第 号

4 介H整を要する状態の常時xは随時の別
日常時介1空を要する状態

□随時介護を要する状態

５
　
請
求
金
額
等

請求対象年月
介護ネ1用 を文出せずに

介,隻を受けた日の有無

介護費用として

支 出 し た 額
請  求  月 額

年 )]日 □ ある □ ない 円 円

年 月 日 □ ある 口 ない 円 円

年 月 日 □ ある □ ない 円 円

介
“
隻補l質請求金額 (詰求月額の合計) 円

受

所
を

場

護

た

介

け

□居宅 口病院・施設等 (名▼lヽ :

入院・入所期l口弓( 年 月
)

日～  年 テl 日)

７
疑
酔
軋
諾

氏 名
関 係 者 との

統柄又は関係
請 求 者 が 介 護 を 受 け た 期 間

年  月  日～   年  月  日

年  月  日^  年  月  日

午  月  日～   年  月  日

8 日座 振 替
希望の場合

振  込  先
金 融機 関名

銀行  支店
※受  埋 年 月 日

※決  定 そF 月 「 I

□ 普通預金 日 当座預金 ※通  知 年 月 日

日 座 番 号 ※支  十ム 年 月 日

預金 名義者 ※決定年額 円

学校医等公務災害介護名構債請求書

〔注意事項〕

1 請求者は、※印の1弱には記入しないこと。また、該当する□に期 〕を記入するこ

と。

2 「5 ・青求金額等」の1,周の「請求対象年月J(「介護費用を支出せずに介護を受け

た日の有無J、 「介護費用として支出した額」、「請本月額」の頃には、一のナlご とに

記入すること。なお、当該襴が不足する場合には、別茶にしても差し支えないこと。

3 「7 介護に従事した者」の引用には、介
‐
ltFセ用を支出せずに介護を受けた日があ

る場合に当,´́介護を行つた千について記入すること。なお、当該租が不足する場合

には、男町共にしてもたし支えないこと。

4 このF再求春には、次に掲げる書類を添付すること。

(1)障 害をイiすることに伴 う日常生活の状態に関する医師又は歯科医師の診断書

(ただし、第 2回 日以後の請求において介護を要する状態の常時又は随時の別に

変更がない場合には、省略することができるものであること。)

(2)介 護補償を受けようと1~る期間における介護の事実並びに当該介護に従事し

た者の氏名及び請求者との統柄又はFλ[l係を辞j脱した書類 (ただし、第2回日以後

_の請求において一の月に介護費用を支出せず介護を受けた日があり当該介護を行

うキが前回の請求における介護費用請求きに,〔
l載された者と変更がない場合で、

当該月に係る介護補償の請求月額が58,750円 (随時介護を要する状態にあるとき

は29,380円 )である月があるときには、その月に係る当′ス
ナ書類の添付を省略1る

ことができるものであること。)

(3)介 護費用を文出して介護を受けた日がある場合にあつては、当該介護を受け

た年月日及び時間並びに当該介護」ヤ用として一の月に支出した額を証明1~る こと

ができる書類 (ただし、第 2回 日以後の請求において一の月に介・雀費用を支出せ

ず介 H空を受けた日がある場合で、当該月に係る介
・隻補償の請求金額が58,750円 (幽

時介護を要する状態にあるときは29,3SO円 )である月があるときには、その月に

係る当該 .→類の添付を省略 するととができるものであること。)
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新 十日

様式第10号 (第 4条関係)

学校 lF▲等公務災害遺族補償年金請求書
第 号

長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償年金を請求 します。

第 号

日 日

請求者 (代表苦́lの
住    P,F¨ ___… … il… ……
氏    名____… … …‐……… p
死亡職員とのや′セ柄        T

死亡職員に
関する事項

(氏名及 び生年月 日)
年 月    日

(住所 )

(1既名, (死亡年月日)

厚生年金保険等の適用
被保険´

等のコL
と会保険
i所 等

□____の 被保辟′ミ者であつた。
口被保険者でなかうた。

2 請求の事歯 位者の所イト不 HЛ

3 講求者及び
進族補償年
金を受ける

二恙農
でき

氏    名 生 年 月 日 住   所 備    考

既に進族補
償年金を受
けている者

氏    名 生 年 月 日 住   所 備

5 遺族補償年
金請求年額
のこ卜算

通 常 の 場 合 嘘慾勧備抑_爾議萌
円 X   X    = 円

円

遺族補償午
金請求年額

請求者が 1´
代表者″劇

、の場合又佑
£しナ全ぃ場孝 円

代表者 を選任 した場合
(5の請来年額

7

日座振替希
望の場合

振込先金融
機 関 名

□ ※ 通 知 年   月  日
口 座 番 号 ※ 年   月
預企名義者

※決 定 金 額

□請求者が 1人の場
合又は代表者を選
任 しない場合
□代表者を選任 した
場合

円

督

38



新 1口

〔注意事項〕

i ‐森求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□に″F口 を記入するこ

と。

2 「1 死亡耳脱員に関する事項Jの樹中「(耳粒員)Jには、「○○○幸枚学校医J等 と

記入すること。

3 「3 諦求者及び遺族補償午金を受けることができる遺族Jの襴の備考には、そ

の者が請求者であるときはO、 その者が代表者であるときは⑥、その者が障害等級

第 7級以上の障害の状態にあるときはO、 また、その者が請求者と生計を同じくし

ているときは①と明記すること。

4 「4 蜂 こ遺族補償年金を受けている者Jの欄には、「2 請求の事由Jの l関の記

入が「職員の死亡〕以外の場合に記入すること。

5 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前

に当該T脱貢の死亡について遺族補償午金の支給が行われていたとき1ま、次の (1)、

(3)及び (3)1こ掲げる書類は添付する必要はない。

(1)職 員の死亡診断書、死体検案春、検視調書その他耳破員の死亡の事実及びその

死亡が公務により生じたものであることを,T明する書類又はその写し

(2),肖t求を及び請求者以外の遺族補償午金を受けることができる遺族の氏名、本

籍及び死亡職員との続柄に関する市区町村長の発行する証
p月春 (戸籍の階本又は

抄本でもよい。)         !

(3)請 求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族がイ能員の死

亡の当時その収入によつて生計を維持していた事実を認めることのできる書類

(4)識求者・が、婚姻の届出をしていないが、耳花員の死亡の当Hキ事実 上婚姻関係と

同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることのできる書類

(5)請求者が妻 1人で、公立学校の学校医、学校歯下1医及び学校薬剤師の公務災

害補lヶこの基準を定める政令 (昭和32年政令第283号。以下「令」という。)第 3条

第 1項第4号に定める障害の状態にあるとき (55歳以上の場合を除く。)は、その

者が職員の死亡の時以後当該障害の状lとにあつたこと及び当該F貨害の状態が生じ

又はその事情がなくなった時を証明する医師の診断書その他の書類

(6)請求者 (前号に該当する者を除く。)又は請求者以外の選族補償午金を受ける

ことができる遺族が令第8条第 1項第4号に定める障害の状態にある者であ々と

きは、その者が職員の死亡の当時から引き統きその障害の状態にあることを証明

する医師の診断書その他の書扶買

(7)請求者以外の遺族補償年金を受けることができる避族が講水者と生計を同じ

くしているときは、その事実を認めることのできる書類

(3)災害が第二者の行為によつて生したものであるときは、その事実、第二者の

氏名及び住所 (第二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を記韓した

書類             ′

(9)請 求者が 2人以上ある場合で十埓表者を選任 した ときは、代表者以外の講求者の同

意欝等その者が代表をであることを認めることができる書類。また、代表者を選

任しないときは、その理由を記載した書類

6 この詰求書を提出するとき、既に晋該選族補償年金と同一のtr由 によつて次に掲

げる年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年

往証書の記号番号及び所構社会保険事務所等を記,載した告
1類を添付すること。また、

この請求詳に係る遺族補償年金の文給決定後に次に掲げる年金の給付を受けるこ
=

となった場合には、速やかにその旨を書類で草程告すること。

(1)厚 生年金保険法の規定による遺族厚生年金

(2)国 民年金法の規定による遺族基礎年金 (国民午金法等の一部を改正する法律

(昭和60年法徳第34号。
.以

下「E召不コ60年Υ去律第34号Jと いう。)附則第28条第 1頂

の規定による遺族基礎年金並びに画家公務員巣済組合法、地方公務員等共済組合

法、私立学校教職員共済法及び厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合

制度の統合を図るための農林漁巣団体I散員共済組合法等を廃■する等の法律 (平

成 13年法律第tOl駒 附則第 2条第 1項第 2号に規定する旧農林共済法の打〕定によ

る遺族共済年金の事由と同一の事由により支給される越族基礎年金を除く。)xは

国Fヽ年金法の規定による寡術1年金

(3)昭 和60年法律第34号第 5条の規定による改定前の船員保険法の規定による遺

族年金

(4)昭 和60年法律第34号第 3条の規定による改定前の厚生4,金保険法の規定によ

る避族午金                        !

(5)昭 和60年法律第34号第 1条の規定による改正前の国民年金法の胤定による母

子年金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金

(9)請求者が2人以上ある場合で代表者を選任レたときは、代表者以外の講求者の同意

書等その者が代表者であることを認ゆることができる書類。また、代表者を選任

しないときは、その理由を記載した書類

6 この講求善を提出するとき、既に当該遺族補償年金 と同
‐の事由によつて次に掲

げる年金の給付を受けている場合には、その年金の種類、午額、支給開始年月、年

金証寺の記号番号及d折轄社含保隙事務所等を記載 した書類を添付すること。また、

この詩求書に係る遺族締償年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受 tすること

となった場合には、速や力ヽ こその旨を.4類でヤR告すること。

(1)厚 生年金保険法の規定による進族厚生年金

(2)国 民年金法の規走による遺族基礎年後 (国民年金法等のィ部を改正する法律

(昭和60年法律第34号。以下「Π召和60年法律第34号」という。)附則第28条第 1項

の規定による遺族基礎年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合

法、私立学校独耳儀員共済法及』厚生年金保険制度及び農林漁業団体灯議員共済組合

制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 (平

成13年法律第101を )附則第2条第1項第2号に揮定する旧農林共済法の規定によ

る遺族共済年金の事由と同一の事由により支給される選族基礎年金を除くP)又は

国民年金法の規定による寡婦年金

(3)1召和60年法律第34号第 5条の規定による改定前の船員保険法の規定による遺

族年金

(4)昭 和60年法律第34号第 3条の規定による改定前の厚生年◆保険法の規定によ

る選族年金

(5)昭 和60年法律第34,第 1条ρ規定による改正前の国民年金法の規定に|る 暑
子年金、牛H母子年盆、遺児年金又は寡帰年金

請求者は、※印のオ側には何己人 しないこと。また、該当する□に ″印を記入するこ

と。

「1 死亡職員に関する事項 Jの 1田中「(灯駐員)」 には、「〇〇〇学校学校医」等 と

記入すること。

「3 請求者及び避族補禎年金を受けることができる遺族Jのオ嶺∬の備考には、そ

の音が請求者であるときは④、その者が代表者であるときは①、その者が障害等級

第 7級以上のF章害の状態にあるときは⑮、また、そのなが ,‐奇求者と生計を同じくし

ているときは④と明記すること。

「4 班に遺族補償年金を受けている者」の欄には、「2 請求の事由」の111の記

入が「耳脱鼻の死亡J以外の場合に記入すること。

この '青木書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前

に当該職員の死亡について遺族補償年金の支給が行われていたときは、次の (1)、

(3)及び (8)に掲げる書ザ子iは添付する必要はない。

(1)職 員の死亡診断書、死体検案き、検視調答そのイ也職員の死亡の事実及びその

死亡が公務により生じたものであることを証明する書類又はその写し

(2)請 求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族の氏名、本

緒及び死亡職員との統柄に関する市区町村長の発行する証明書 (戸籍の謄本又は

抄本でもよい。)

(3)請 求者及び請求者以外の選族補11年金を受 lナ oこ とができる遺族が職員の死

亡の普蒔その収人によつて生計を維持 していた事キを認めることのできる書類

(4)請 求者が、婚夕固の届出をしていないが、耳粒員の死亡の当時事実上婚夕四関係 と

同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることのできゃ書類

(5)請 求者が妻 1人モ、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の今務災

害補償の基 4とを定める政令 (昭和32年政令第283号。以 下
「令」という。)第 8条

第1項第4号に定める障害の状態にあるとき (55歳以■の場合を除く。)は、その

者がイ脱員の死 亡の時以後当該呼害の状態にあつたこ 1及び当該障害の状態が生 じ

又はその事情がなくなった時を証明す る医師の診断書その他の書類

(6' 請求者 (前 号に該当する者を除 く。)又は請求者以外の遺族補償年令を受ける

ことができる進族が令第 8条窮 1項第 4号に定める障害の状態にある者であると

きは、その考が職員の死亡の当時から引き統きそのF踏害の状態にあることを証明

する医師の診断書その子也の書類

(7)請 求者以外の遺族補償年命を受けることができる遺族が請求者と生計を同じ

くしているときは、その事実を認めることのできる書類

(8)災 害が第二者の行為によつて生 じたものであるときは、その事実、第二者の

氏名及び住所 (第二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を記載した

書類

〔注意事項〕

2

3
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十日

認定番号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償一時金を・青求します

,肯求年月日    年  月  日

請求者の住Pア「 _… ………………
氏    名 ……… … ……… …
死亡職員との

統柄又は関係 ____!     =

死亡イ解l員
に関する
事項

(氏名及び生年月日)

年 月 日

(住所 )

(職名 ) (死亡年月日)

年  月 日

２

避

族

補

償

一
時

金

請

求

金

額

の

計

算

受 給 権 者

の 氏 名
生 年 月 日

死亡職員と
の統柄又は
関   係 (鍵 F健絢 (倍数)1雰籍哀燃争繹旬

(  円×   ―

X (受 給権者の数)=

円 )

「
l

遺族補償年

金が支給 さ

れ て い た

場   合

午金の受給権者で

あつた者の氏名
年 金 乱に書 番 号 支給された年金額の合計

第 号 円

第 号 円

号 円

第 号 円

選 族 補 償 年 金 前 ヤムー時 金
が 支 給 さ れ て い た 場 合

年 金 F正 蓄 番 号

第 号 円

3 逆族柿償―
'手

金請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 日座振替希

望の場合

振  込  先
金 融 機 関 名

銀行 支店
※受  理 年 月 日

※決  定 年 月 日

回 普通預金 □ 当座預金 ※通  知 年 月 日

口 座 E【 号 ※支  払 年 月 日

預 金 名 義 者 ※決定金額 円

様式第11号 (第4

学校医等公務災害遺族補償一時金請求書

[注意事項]                         I
l 請求者は、※印の1硼には記入 しないこと。また、該当する国に

'日
1を 記入するこ

と。

2 「1 死亡職員に関する `】半項」の朝中「(職名)Jtとは、「○○○学校学校医」等と
′ 記入すること。
3 「2 遺族補償一時金請求金額の計算」のlttl中 「受給権者の氏名」にざま、すべて
の受給権孝にういて記入すること。また、同lttl中 「遺族補償年金が支給されていた

場合Jには、この請求書の提出前tご普該補償の事由となつた耳1乾員の死亡に係る遺族

補償午金の支給が行われていた場,合にのみ記入すること。

4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前
に、当該職員の死亡について遺方ケく補償年金の支給が行われていたときは、次の(1)

及び(8)に掲げる書類は添付する必要はない。      ‐

(1)職 員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及びその
死亡が公務により生 じたものであることを証明1~る書類又はその写し

(2)請 求者の氏名、本籍及び死亡職員との統柄又は関係に関する市区町村長の発
行する証明書 (戸籍の階本又は抄本でもよい。)

(3)請 求者が、婚姻の屈出をしていないが、職員の死亡の当時事実 に婚姻関係と
同様の事情にあった者であるときは、その事実を認めることのできる書類

(4)職 員の死亡に係る遺族補償年金を受けることができる遺族がなく、かつ、請
求者に先順位者がないことを証明する書類

(5)計 求者が死亡職員の収入によつて生予卜を維持していた子、父母、係、祖父母
及び兄弟姉妹であるときは、職員の死亡の当I寺その収入によつて生計を維持して

いた事実を認めることのできる書類

(6)請 木者が配偶者、死亡職_Elの収入によつて生計を維持していた子、父母、孫、
祖父母及び兄弟姉妹以外の者で、主として死亡職員の収入によつて生計を維持し

ていたものであるときは、イ散員の死亡の当時主としてその収入によつて生言卜を維

持していた事実を・認、めることのできる
「
4類

(7)請 求者が、死亡職員の進言又は長浜市教育委員会に対する予告によ,特に指
定された者であるときは、これを証明するモ苓類

(3)災 害が第二者の行為によつて生じたものであるときは、そのi)実、第二者の

氏名及び住所 (第二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を記l載 した

書類

様式第11号 (第 4条関係)

学校医等公務災害遺族補償一時金請求書 認定番号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の進族締i4箕 ‐時金を,肖
と
求しま丸

請求年月 日    年  月  日

請求者の住P,f__… ______…
氏

死亡T拙員との

続柄又は関係

死亡職員
に関する
事項

(氏名及び生年月日)

年  月  日
(住所 )

(耳競名) (死亡FF月 日)

年  月 日

2

強

族

補

償

一
時

金

請

求

金

額

の

計

算

受 給 権 者

の 氏 名
生 年 月 日

死亡職員と
の統柄又は
関   係 (鑑絢儒抑啜絵ヨ慾繹勾

(  円× 円 )

1

(受給権者の数)= 円

遺族補償年

金が支給さ

れ て い た

場   合

年金の受総権者で

あつた者の氏名
年 企 証 書 番 号 支給された年金額の合計

第 号 円

第 号 円

第 号 円

第 号 円

遺 族 補 償 年 金 前 払 一 時 金
が 支 給 さ れ て い た 場 合

午 金 証 苦 番 号
支給された前ヤムー時金の
額

第 号 円

3 遺族補償一時金請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 口座振誉希

望の場合

板  込 坑
金 融機 関名

銀行 支店
※受  埋 年 月 日

※決  定 年 月 日

□ 普通預金 □ 当庭預金 ※通  知 11二  月 日

日 座 番 号 ※支  払 年 月 日

顔 金 名 義 者 ※決定金額 ‖

[注意事項 ]

1 請求者は、※印の欄には記入 しないこと。また、該当する国に 卿 を記入するこ

と。

2 「1 死亡職員に関する事項Jの襴中「l耳転名)」 にはごfOOO学校学校医」等と

記入すること。                       
′

3 「2 遺族補償一 絶ヽ 請求金額の計算」の相中「受給権者の氏名Jには、すべて
の受給権者について記入すること。また、同欄中「遺族補償年金が文給されてtヽた

場合」には、この請求書の提出前に当該補償の事由となつた職員の死亡に係る遺族

補償年金の支給が行われていた場合にのみ記

^す

ること。

4 この請求きには、次に掲げる書類を添付1‐ること。ただし、この請求書の提出前
に、当該職員の死亡について遺族補4(年金の支給が行われていたときは、次の(1)

、及び(8)に掲げる書類は添付する必要はない。       .
(1)職員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他耳脱員の死亡の事実及びそめ

死亡が公務により生じたものであることを証明する書類又はその写し

(2)請求者の氏名、本籍及び死亡職員との統柄又は関係に関する市区町村長の発

行する証明,書 (戸籍の勝本又は抄本でもよい。)

(3)請求者が、婚夕間の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婿姻関係と

同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることのできる書類

(4)職 員の死亡に係る遺族補4宝午後を受けることができる遺族がなく、かつ、請
求子に先順位者がないことを証明する書類

(5)請 求者が死亡職員の収入によつてrと計を維持していた子、父障、係、祖父母

及び兄弟姉妹であるときは、耳牧員の死亡の当時その収入によつて生計を維持して

いた事実を認めることのできる書類

(6)請求者が記偶者、死と職員の収入によつて生計を維持していた子、父母、孫、
祖父母及び兄弟姉妹以外の者で、主として死亡職員の収入によつて生計を維持 し

ていたものであるときは、職員の死亡の当時主としてその収入によつて生計を維

持 していた事実を認めることのできる書類

(7)請 求者が、死亡職員の遺言叉は長浜市教育委員会に対する予告により特に指

定された者であるときは、これを証 1月する書類

(8)災 害が第二者の行為によって生 じたものであるときは、その事実、第二者の

氏名及び住所 (第 二者の氏名及び住所がわからないときは、その旨)を .'ど i俄 した

舗
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新 十日

様式第12号 (第 4条関係)

第 号

認  定
番  号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の遺族補償年金前払一時金を請求しま

す

4F ナl

請求者 (代表者)が選

択する遺族補償年金前

払一時金の額

補償基礎額の 日 に相当する金額

2 造族補償年金前払 一時
金の請求額

(補償基礎イ碩)(倍数 )
1

円X  X (請 求者の数) = 円

3 遺族補償年金前払一時

金の請求額の合計額
(2の請求額)(講求をの数 )

円X     = 円

4

5

年

年

月分から

月分まで

円

年 月 日

6 日座振替希
望の場合

振込先金

融磯関名
銀行  支店

※受  塁 ナl   日

※と(・  定 年  月  日

□ 普通預金 □ ※通  知 年   月   日

口座番 号 ※支  |ム 年   月   日

r員  金

名 義 者
定

額

※

決

金

□請求者が 1人の場合又は代表

者を選任 しない場合

□代表者を選任 した場合
円

学校医等公務災害遺族補償年金前II、
‐時金請求

[注意事項]                             ―

1 請求者は、※印の 粗ヽには記入 しなぃこと。また、該当する□に ″
'11を

記入する|
と。

2 f4 遺族補償午金前|ムー時金の中出を行つた月までの期間に係る逮族補償年金

の額の合計額」及び「5 遺族補償年金?支給決定に関する通知を受けた年月日」
の引赳には、造族補償年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しな

いこと。

3 この講求書には、請求者が 2人以 とである場合で代表者を選任したときは、代表

者以外の,'11求者の同意善等その者が代表甘であることを認
めること

Pミ
できる書類、

また、代表者を選任 しないときは、そのコr驚Iを 記載した書類を添付する
こと。

様式第12号 (第4条関係)

第 号

第 号

長浜市教育委員会 様

F記の遺族補償年金前払一時金を請求しま

す

請求年月 日 月

の

請求者 (代表者)が選

択する遺族補償年金前

払一時金の額

柿償
'き

礎額の に相当する金額

2 避族補償年金前|∠、一時
金の請求額

(補償基礎額)(倍数 )

円X  X
t

(請求者の数) 円

3 遺族補償年金前|ム ー1寺

金の請求額の合計額
(2の請求額)(請求者の数)

円×     = 岡

年  月分から

年  月分まで
円

5
年  月  日

6 口座振替希
望の場合

振込先金

融機関名
銀行  支店

※受  理 年  月  日

※決  定 年  月  日

□ 当座預金 ※通  知 年   月   日

口座番号 年  月  日

預  金

名 義 者
定

額

※

決

金

□請求者が 1人の場合又は代表

者を選任しない場合
□代表者を選任した場合

円

学校医等公務災害遺と夫補lFitF金前払一時金請求

発
Π

貯

意

繋景をは、※印の欄には記入しないこと。また、該当すo□に 'Fllを
記本するこ

2 
°
「4 遺族補償午金前払-1手金の申出を行?た月までの期間に係る遺族補lF｀年金
の額の合計額J及び 15 遺族補償年金の支給米定1【関する通知を受けた年月日」

3の唯熱雛ピ熱鎌牧誰監音銹鞣整身迄ξ鬱哲[全とζほ:線
者以外の請求者の同意書等その者が代表者であることを認めることができる書類、

また、代表者を選任 しないときは、そのEと由を記 h蛇 した書類を添付すること

様式第13号 (第 4

学校医等公務災害井祭補償請求書

[注意事項]

1 請求者は、※印のl,1に は記入しないこと。また、該当する国に '■
1を 記入するこ

と。

2 「 1 死亡職員に関する事項」の欄中「(耳畿名)]に は、「○○○学校羊伎医J等と

記入すること。

認定番号 第 ;

長浜市教育委_E■会 様

下記の葬祭補償を請本します。

請求年月日    午  月  日

f奇求者の住P折 十

氏 え

死亡職 _F式との

統柄又は閲h___i___ _

1 死亡職員に

関する事項

(氏名及び生年月日)

年  月  日

(住所)

(耳載名) (死 亡年月日)

年 月   日

2 葬祭補償請求金額の計算

(1) (補償基礎額)

円十     円×30= 円

(2) (補償)き礎額)
円×60= 円

(3)(1)(2)の うち高い方の金額 □(1)
□(2)

3 葬祭補償
"=奇
求◆額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 日座振符希望

の場合

振 込 先
企敵喜悦関名

銀行 支店
※受   理 ′津 月  Fl

※決   定 年 月 日

□普通預金 □当座預金 ※通   知 年 月 日

口座 番 号 ※支   十ム 4F )] 日

預金名義者 ※決 定 金額 円

様式第13号 (第 4条関係)

学校医等公務災害葬祭補償請求蓄

[注意事項 ]

r 請求者は、※印の4判には記入しないこと。また、該当する日に″F口 を記入するこ

と。

2 「1 死亡職員に関する事項」のlⅢ円中「■膨b)Jには、「OOO学校学校呼J等と

記入すること。

認定番号 第 号

長浜市教育委員会 様

下記の葬祭補笛を請求します

,脅末年月 ロ    イF  月  日

請求者の住″)「 _    _
氏    名 _i…  ……… i_⊇
死亡職雖 の         ~

玉 死亡イ・純員に

関する事項

(氏名及び生年月日)

年  月  日

(住所 )

(耳脱名) (死亡年月日)
4r  ナl 日

2 葬祭補償請求金額の語r算

(1) (補償基礎額)

円 + 円X30=   円

(2) (補償基礎額)
FI X60= 円

(3)(1)(2)の うち高い方の金額 □(1)
□(2)

3 井祭補償請求金額 円

4 添付する書類その他の資料名

5 日座脹替布望

の場合

振 込 先
金融機関名

銀行 支店
※受   デ! 年 月 日

※決   定 年 月 日

□普通環金 □当座鎮金 ※通   知 年 月 日

日座 番 号 ※支   払 年 月 日

予R金名義者 ※決 定 金 額 円
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議案第 13号

長浜市聴覚に障害のある児童生徒に姑するOM補聴器貸与要綱の一部改正について

長浜市聴覚に障害のある児童生徒に姑するFM補聴器貸与要綱の一部を次のように改正
することについて、委員会の議決を求める。

令和 3年 3月 29日提出

長浜市教育委員会 教育長 本反山 英信

長浜市聴覚に障害のある児童生徒に対するFM補聴器貸与要綱 (平成23年長浜市教育委
員会告示第15号)の二部を次のように改正する。        i
様式第 1号を次のように改める。

!

E
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十
様式第 1号 (第 4条関係 )

●M補聴器貸与申請書

長浜市教育委員会教育長  あて

保護者氏名

下記のとおり、FM補聴器の貸与を受けたいので申請します。

年   月 日

記

学校名 。学年 長浜市立 年   組

児童 :生徒名等 ( 年  月  日生 )

住所 (電話 ) 長浜市

(TEL )

障害の部位

障害の程度 ‐     級    聴カ レベル 右   dB
左      dB

(障害者手帳等(障害の程度の分かるものの写しを添付下さい志)

学校長の副申

年   月 日

学校名

校長名

93



附 則
この要糸岡イま、 令｀不日3年 4月 1日 から施行する。

94



長浜市聴覚に障害のある児童生徒に対するFM補聴器貸与要綱の一部改正 新旧対照表

新 |ロ

様式第 1号 (第 4条関係)
FM補聴器貸与申請書

年   月   日

長浜市教育委員会教育長  あて

保護者氏名

下記のとおり(FM補 聴器の貸与を受けたいので申請します。

記

学校名・学年 長浜市立 年   組

児童・生徒名等 年  月  日生)

住所 (電話 )
長浜市

( TEL

)

障害の部位

障害の程度 級     聴カ レベル 右    dB
左    dB

(障害者手帳等、障害の程度の分かるものの写 しを添付下さい。)

学校長の副申

年 月 日

学校名

校長名

様式第 1号 (第4条関係)
FM補聴器貸与申請書

年   月   日

長浜市教育委員会教育長  あて

保護者氏名 ⑩
一

下記のとおり、FM補聴器の貸与を受けたいので申請します。

記

学校名・学年 長浜市立 年   組

児童・生徒名等 ( 年  月  日生)

住所 (電話 )
長浜市

( TEL

)

障害の部位

障害の程度 級     聴カ レベル  右    dB
左    dB

(障害者手帳等、障害の程度の分かるものの写 しを添付 下さい。)

学校長の副申

年   月 日

学校名

校長名

95



議案第 14号

長浜市通園バス利用要綱の一部改正について

長浜市通園バス利用要綱の‐部を次のように改正することについて、委員会の議決を求

める。

令和 3年 3月 20日提出

長浜市教育長 板山 英信

長浜市通園バス利用要押 (平成24年長浜市教育委員会告示第4号)の一1部を次のょぅに
改正する。     ド        ー

様式第 1号から様式第 3号までを次のように改める。           i

，
一
　

　

　

声
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様式第 1号 (第 3条関係 )｀

長浜市立

長浜市通園バス利用申込書

年   月 日

園長 様

保護者

下記のとお り、長浜市通園バスを利用 したいので申し込みます。

所

名

話

住

氏

電

園 名 長浜市立 園

ふ  り が な
園児名 (性別 )

(男・女 )

生 年 月 自 年  月  日 (満  歳児 )

乗 降 場 所

利 用 期 間 年  月  日～ 年  月  日

緊 急 連 絡 先

住  所

氏  名

勤務先名

電  話

備 考 *利用に当たつては、長浜市通園バス利用要綱を遵守します。
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様式第 2号 (第 4条関係 )

年   月
下記のとお り許可します。

長浜市通園バス利用許可書

年   月   日

目
静

様

長浜市立 園長

日付けで申込みのあった長浜市通園バスの利用について、

対象園児

ふ

園

り

児

が

氏

な

名 (満  歳児 )

園 名 長浜市立 園

乗 降 場 所

利 用 期 間 年  月  日～   年  月  日

許可条件

1.通園バス利用料、月額 1,200円 を毎月末日 (その日が日曜日、土曜日又

は国民の祝日に関する法律 (昭和 23年法律第 178号)に規定する休日に該

当するときは、これらの日の翌1日 )に保育料と合わせて徴収する。

2.通園バス内では安全を図ることを心がけ、乗務員または添乗員の指示に

従うこと。

3.バス停では他人の迷惑にならないよう気をつけること。
4.家庭からバス停までの送迎及び乗車、降車は保護者の責任において行う
こと。また、決められた送迎時間を厳守すること。

5.通園バスを利用しない自は、事前に申し出ること。
6。 バス停以外の場所で乗降しないこと

7。 その他利用上必要な指示に反する行為をしないこと。
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様式第 3号 (第 5条関係 )

長浜市通園バ不利用中止届

長浜市立 園長 様

保護者氏名

下記のとおりヽ 長浜市通園バスの利用を中止しますので届け出ます。

園 名|(組 名 ) 組 )長浜市立 園 (

ふ  り が な
園児名 (性別 )

(男 。女 )

乗 降 場 所

利 用 中 止 日 年   月  ,日

備 考
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附 則
この要綱は、令和 3年 4月 1日 から施行する。

爾
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